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はじめに
　1970年代にはいってから，経済構造上に各
種の変化があらわれ，また経済要因の相互作
用がいとなまれるフレーム・ワークを支える
諸条件に広範な変化がみられるにいたった。
それは工業国としてその先端をいく日本経済
の進路に変更をもたらすほどの変化とみなさ
才しるほどに大きいが，そうした経済構造とそ
のフレーム・ワークにおける変化の集約的表
現の一つが近時急速に進展しつつあるインフ
レーショソあるいはスタグフレーションであ
ることは言をまたない。
　ここでは，このイソフレーショソあるいは
スタグフレーショソとよばれる現象を，国際
的視野から分析し，あわせて，賃金や失業率
を中心としたウェルフェア指標が，それによ
ってどのような影響をうけることになるかを
考察しようとするものである。
1　インフレーションの進行と
　　その原因
1－1世界的インフレーションの進行プロ
　　セス
1　－1－（a）　1970年代の景気変動一その同時的
　　　　進行のプロセス
ユ970年代に入ってからのイソフレーション
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の進行過程は，60年代におけるものとはやや
異質の様相を呈している。インフレーション
の進行プロセスに関する具体的な検討は後ほ
ど行なうことにするが，先進工業国が一斉に
インフレーショソの過程に入ったことはこれ
までにもなかったわけではないが，70年代に
入ってからは特にそのイソフレーショソの進
行の同時性がきわめてきわだった現象として
認められている。それにはもちろん，世界景
気の動向も問題であろうし，また，資源問題
の急激な出現も問題である。特に，石油供給
をめぐるOPEC諸国の供給制限問題は，こ
のイソフレーショソにきわめて重要な役割を
演じていることは周知の通りである。このイ
ソフレーショソの進行過程において，ウェル
フェアがこれまでと異なった影響を受けるに
至るであろうことはきわめて明瞭であり，今
後におけるイソフレーショソの進行プロセス
のいかんによっては，工業国におけるウェル
フェアはなんらかの実質的な影響を受けざる
をえないことになるであろう。工業国におけ
るウェルフェアはいまや世界的な規模におけ
るイソフレーショソの進行プロセスとそれを
引き起こした諸要因との関連を抜きにしては
考えられない段階に入っておりこれがまさに
1970年代における重要な問題となっている。
　われわれはイソフレーショソのプnセスを
ウェルフェアの視点から分析しなければなら
ないが，そもそもこのイソフレーショソの進
行に当って重要な役割を演じたものは何であ
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第1・1表　先進工業国における実質成長率
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ったか。この点から考察を始めなければなら
ない。ともかく，世界的な規模で進展したイ
ソフレーショソは主要な二つの要因によって，
まずは説明しうることになるであろう。その
第一は，1970年代に入ってからの世界景気の
同時的進行である。世界景気という表現がや
や大げさすぎるとするならば，これを先進工
業国の景気といいかえてもよい。先進工業国
を中心とする世界景気の同時的進行は，1970
年代におけるイソフレーショソの重要な側面
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を説明することになる。この先進工業国にお
ける景気の同時的進行はまた，世界経済にお
ける各国民経済の相互連関が急激に強化され
てきたということを意味するものであろう。
1970年は先進国経済における景気の後退ない
し停滞という状況から出発していた。経済活
動水準の端的な指標として経済成長率を上げ
るならば，アメリカにおいてJ970年における
経済成長率は一〇．6％であり，68年の4．7％，
69年の2．6％に比して，この年にはマイナス
に落ち込んでいる。同様のことは他の国々に
ついても見られる。イギリスの場合，実質経
済成長率は69年には3．2％であったが，70年
には2．0％と大幅な低下となっている。イタ
リアについても同様であり，68年，69年とそ
れぞれ6．8，6．4％という大幅な実質成長率を
示していたが，それが70年には5．0％に低落
している。
　フラソスの場合も同様であり，69年の7．　9％
という実質成長率は70年には5．9％に低落し
ている。西ドイツについていえば，69年は8．1
％という実質経済成長率を示しているのにた
いし，70年には大幅に低落して4．9％の成長
率となっている。また，カナダについてもそ
の低落傾向は明瞭であり，69年の5．1％にた
いして，70年は3．3％という実質経済成長率
である。日本も例外ではなく，69年の実質経
済成長率11．9％にたいし，70年は10．5％とい
う数字である。これら主要な先進工業国の経
済成長率が一様に70年において低落している
という事実は，世界的な景気の沈滞ないし低
下が，同時的に進行したものであることを示
すものである。70年におけるこれらの経済的
停滞は，世界の他の国々に影響を及ぼさざる
をえず，世界的な景気の下降過程がそこに出
現していた。このような先進工業国を中心と
する景気の停滞は，いうまでもなく，60年代
末における経済成長率の効用がもたらしたイ
ソフレーション対策が，その主要な原因の一
つとなっている。いいかえるならば，70年に
おける先進工業国を中心とする経済の不況過
程は，まさにイソフレーショソにたいする対
応策が各国一様に取られたことがその主要な
原因となっているわけである。この同時的な
景気抑制政策の出現は，世界各国の間の経済
の相互連関がいかに強まってぎたかを示して
いるものである。71年に入ると，この景気の
沈滞の影響を受けたアメリカがまずその方向
を変えざるをえない状況になる。
　それはその失業率に明瞭に現われる。68年，
66
69年と3％台の失業率に止まっていたアメリ
カは，70年の景気の停滞によって失業率は一
気に4．9％へと上昇する。さらに，71年には
それが5．9％まで高まることになる。事実上
ほぼ6％水準の失業率になったわけであるが，
これがアメリカ経済にとって政策の転換の原
因とならないわけにはいかない。事実，71年
には，アメリカ経済はドラスティックな対策
を取らざるをえないところに追い込まれ，い
わゆる新経済政策が採用されることになる。
アメリカの実質経済成長率は，71年において
は月を追うごとにしだいに高まっていった。
第一4半期に1．4％，第二4半期には2．4％，
第三4半期には2．8％，そうして第四4半期
には4．9％へとその実質経済成長率が高まっ
ていく。イギリスの場合には，71年にはさら
に前年を下回る実質経済成長率となり，わず
かに1．8％の数字を示すことになる。イギリ
スの場合，経済はさらに停滞の度を深めたわ
けであるが，このような状況は他の国々につ
いても見られる。西ドイツの場合，経済の成
長率はさらに低下し，70年の5．8％から71年
には2．8％へと低落してしまう。フラソスの
場合は70年の5．9％の経済成長率にたいして，
5％の経済成長率となっている。また，イタ
リアの場合には，経済成長率はさらに大幅に
低下し，70年の4．9％にたいし，71年は1．4
％という低水準に落ち込む。日本の場合，70
年には10．5％の経済成長率であったが，それ
が71年には6．2％に低落する。
　カナダはそれらの中では例外であり，アメ
リカとともに，その実質経済成長率は若干上
昇し，5．4％となる。カナダがアメリカと比
較的歩調をともにした動きを示しているが，
この両国の間の相互関連の深さを念頭に置く
ならぽ，このことは容易に理解しうるところ
である。このアメリカとカナダの政策転換の
状況を別にするならば，西ヨーロッパエ業国
も日本も，ともにさらに経済停滞の度を深め
たのが71年である。ここでも，その同時的な
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進行過程が充分に読みとれるであろう。さ
らに，72年に入るや，世界工業国の経済政策
は徐々に転換を廃止することになる。2年続
きの大幅な経済停滞は，それぞれの国に重要
な経済社会問題を引き起こすことになる。イ
ソフレーションの問題以上に，この経済停滞
の与える効果は大きく，そのため世界各国は，
政策転換を余儀なくされた。1972年はまさに
そのような政策転換の過程がほぼ同時的に進
行した年である。アメリカの場合，71年に引
き続き72年においては，やはり経済成長率は
徐々に高まっていく。第一4半期の4．7％の
実質成長率は第二4半期には6．2％に高まる。
さらに第三4半期には7．2％へ，第四4半期
には7．6％へと拡大する。この政策転換は，
他の若干の国々についても見られることにな
り，日本について見るならば，71年から72年
にかけて実質成長率は増加に転ずる。71年の
末の経済成長率は5．2％の水準にあったが，
72年ng－　4半期には6．3％へと上昇しており，
第二4半期には7．6％となり，第三4半期に
は実に9．4％の成長率となる。さらに第四4半
期には大幅に増大して12．7％に高まっている。
　これほどドラスティックな変化が常に見ら
れるわけではないが，フラソスの場合，71年
の5％の経済成長率は72年に5．5％へと上昇
する。フラソスの場合，72年の上半期におけ
る経済成長率は4．9％であるが，下半期には
5．6％まで高ま・っている。西ドイッの場合に
も同様であり，71年の2．8％の経済成長率に
たいし，72年には3％水準に達する。イタリ
アの場合にも同様であり，71年のL4％にた
いし，72年は3．5％という大幅な経済成長率
の上昇である。イギリスも例外ではなく，71
年の1．　8％にたいし，72年には2．0％の水準
に達する。カナダについてはもちろん前年を
上回る経済成長率を示したことはいうまでも
ない。72年には5．8％という水準に達してい
る。こうして1972年には，各国の景気回復政
策が相互に影響しあうことによって，先進工
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業国は全般的な上昇過程に八った。もちろん，
この72年の実質経済成長率の水準はそれ自体
としては必ずしも高いものではない。60年代
における平均的な経済成長率と比べてみれば，
そのことは容易にわかるであろうt。たとえば，
日本を見るならぽ，日本の60年代における実
質経済成長率の平均値は11．1％であるが，72
年の水準は8．9％にしかすぎない。これほど
大きい差はないが，西ドイッの場合には60年
代の平均実質成長率が4．9％であり，それに
たいし，72年の実質成長率は3％である。
　イタリアの場合，平均実質成長率が5．5％
であるからこれもまた低い。イギリスも同様
である。イギリスの場合の60年代の実質経済
成長率の平均値は2．9％であり，したがって
72年の水準はそれよりも低いことがわかる。
フラソスの場合には実質経済成長率の平均値
は5．8％であるから，やや72年の成長率は低
いことになる。例外はカナダとアメリカであ
り，特にアメリカの場合には60年代の平均実
質成長率は3．9％であるから，72年の6．1％と
いう数字はかなり大きな数字である。カナダ
の場合には平均実質成長率は4．9％であり，
72年の数値はそれよりも高い値となっている
わけである。このようにみてくると，72年に
おける主要工業国における景気の上昇は，そ
れ以前に比べかなり高まっているとはいえ，
60年代水準に比べるならば低いことになる。
しかし，これら主要工業国における経済活動
水準の上昇は，ここで止まらなかった。73年
にかけて，これら主要工業国における経済活
動水準は相互作用の過程を通じて，大幅な上
昇となる。そうしてそのほとんどが，60年代
の平均水準を上回ってしまうことになる。73
年におけるカナダの実質成長率の平均値は
7．1％である。これは60年代の水準と比べて
かなり高いことがわかるであろう。アメリカ
の場合，すでに6．1％というかなり高い水準
に達しているが，73年にはほぼその水準を維
持し，実質成長率は5．9％となっている。
　日本の場合は，8．9％から11％へと上昇し，
60年代水準を回復した。フラソスは73年には
6．3％の実質経済成長率を示しており，72年
から，さらに一段と経済活動水準が高まって
いる。特に，西ドイツの場合にはその増大は
大きく，日本とともに増加のテソポは高い。
73年の実質経済成長率は5．3％である。イタ
リアは同じ5．3％であるから，やはりこれも
72年に比しかなり高い水準に達していること
がわかる。イギリスの場合，73年における経
済活動水準の上昇はきわめて高く，2倍以上
の水準であり，実に5．9％という実質成長率
を示している。このように見るならば，73年
には60年代の平均水準を上回るところまで先
進工業国全体の経済活動水準が高まったこと
がわかるであろう。この先進工業国における
実質経済成長率の異常な高まりは，これら工
業国間における経済的連関が貿易を通して，
あるいは資金の移動を通して，密接に繋がっ
ていることが主要な原因である。この先進工
業国間における相互依存関係の強化という事
実は70年代において一層強化されこそすれ，
弱まることはない。1973年における経済活動
水準の大幅な上昇はある面から見るならぽ，
かなり望ましい結果をそれぞれの経済に与え
たことになるのであるが，すなわち，失業率
の低下をもたらしたことになるのであるが，
しかし，それはまた同時に先進工業国を中心
とする世界的なイソフV一ショソの進展に拍
車をかけることになった。
　1－1－（b）　資源需要の拡大
　世界的な需要の拡大が工業製品価格の上昇
をもたらしたという経済原則が，ここに作用
しただけではない。工業生産水準を高めるに
はそれに必要な原材料が大幅に増産されなけ
ればならず，さらにそれらの原材料を供給す
るための各種の資源が大量に供給されなけれ
ばならない。ここにこれら原料，資源の面に
おける需要の増大と供給とのアソバラソスが
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出現する素地がある。事実この両者の間では
大きなギャップが生じたのである。1970年代
におけるイソフtz・一ションの急激な進展がま
ずこの原料，資源の面における需給逼迫を背
景として生じたものであるという点が，これ
までの60年代におけるインフレーショソと異
なった点である。もちろん，その点をあまり
強調することは，実態に即さないかもしれな
い。すでに世界的な景気上昇過程では原料，
資源市場における逼迫が生じそれがそれらの
価格を引き上げ，さらに工業製品の側面にお
ける需給のバラソスの崩れと相まっているイ
ソフレーショソを引き起こしてきた。その事
実は1973年におけるインフレーショソと異な
るものではない。しかし，特に注目すべき点
は，この1973年においてはその側面がきわめ
て急激にしかもドラスティックに生じたとい
うことである。そのことをもっとも端的に示
しているのが，商品相場の動きである。われ
われはこの商品相場の動きに若干の注意をは
らってみるならば，そのことは容易に知りう
ることであろう。
　次の第1・2表は国際商品相場の推移を示し
たものである。ここにはダウ・ジョーソズ商
品相場指数とロイター商品相場指数の二つを
示しておいた。いずれも国際的に取引される
主要商品に関しての価格の変動過程を示す指
数であるが，1972年の1月からのその推移は
国際市場における商品がいかに急激な速度で
その価格を引き上げてきたかがわかる。ダウ
・ジョーソズは，1924年から1926年における
相場を100としての指数であるから，1972年
におけるその水準がかなり安定したものであ
ることがわかるであろう。1920年代半ばから
1月までにおいて48％程度上昇しているにし
かすぎない。さきに述べたように，先進工業
国における景気の上昇はアメリカ・カナダが
まず最初に景気刺激政策を取るにいたって以
後，西ヨーロッパ諸国・白本へとその景気上
昇過程は波及することになった。1972年にお
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第1・2表　国際商品価格Q推移
1972　1
　　　2
　　　3
　　・4
　　　5
　　　6
　　　7
　　　8
　　　9
　　10
　　11
　　12
1973　1
　　　2
　　　3
　　　4
　　　5
　　　6
　　　7
ダウ・ジョーンズ
商品相場指数（現
物・月央）
147．83
148．54
152．81
156．42
161．18
157．33
160．18
166．05
168．00
170，14
174．52
190．74
192．78（1．30）
192．41
203．23
201．95
226．88
240．04
252．12
ロイター商品相場
指数（1931．9．18
＝100現物・月央）
548．2
559．3
560．5
545．2
549．6
549．4
569．3
586．2
604．5
654．7
677．6
731．5
　807．3（1．47）
　820．8
　862．4
　861．5
　897．0
　978．2
1，072．6
　　　8
　　　9
　　10
　　11
　　12
1974　1
　　　2
　　　3
　　　4
　　　5
　　　6
　　　7????
1975　1
ダウ・ジョーンズ
（1924～26年＝100）
317．63
321．12
317，76
304．70
324．87
349．13（1．81）
359．32
338．69
346．35
341．69
352．10
358．31
396．50
364．89
391．34
429．42
381．80
357．29（1．02）
ロ　イ　タ　ー
1，203．4
1，185．7
1，215．8
1，216．8
1，339．7
1，415．5（1．75）
1，429．3
1，415．6
1，373．8
1，350，6
1，259．0
1，235．2
1，273．2
1，220．0
1，246．6
1，240．7
1，190．4
1，149．5（0．81）
〔資料出所〕　「東洋経済統計月報」1972年12月
　　　　　　　同　　上　　　1974年4月
　　　　　　　同上　1975年3月
ける商品相場の動きは，それほど目立つもの
ではない。1月に147．83の水準にあったダウ
・ジョーンズ商品相場指数は，12月において
ユ90．74の指数を示すにいたっている。それ自
体として決して低い水準ではないが，それで
もなお年初から年末にかけての上昇は以後に
おける上昇テンポと比較してかなりゆるやか
なものである。さきにみたように，1972年後
半から1973年にわたって，これら工業国にお
ける経済活動水準は急激に，しかも同時的に
拡大していくことになったが，それを反映し
て，ダウ・ジョーソズ相場指数は1973年1月
以降確実なテソポでその数値を拡大してきた。
　3」ヨセこをま203．23セこなり，　6∫ヨセこをま　240．04，
9月には321．12と増大し，1974年1月には
349．13の水準に達している。1973年における
この相場の上昇がいかに大きいかは，それぞ
れの1月氷準の対前年増加比率をとってみれ
G9
ばよくわかる。1973年1月は，1972年1月に
対して1．30となっており，ほぼ30％の増加で
ある。これに対し1974年1月水準は，1973年
1月に対して1．81の増加倍率となっている。
ほぼ80％の価格上昇である。その後もダウ・
ジョーソズ商品相場指数は上昇を続け，1974
年11月には429．42の水準に達する。この数値
は1972年1月に対して実に2．94倍，いいかえ
ると約3倍の水準である。わずか3年にも達
しない間に3倍近いところまで商品相場が上
昇したことになる。もちろん，この1974年に
入ってからの上昇については，後に触れる石
油問題があるのでその点を考慮するならば，
世界景気の上昇過程がもたらした国際商品相
場の上昇は，さぎの1．8倍程度，つまり80％
程度の上昇とみるのが妥当であろう。ところ
で，ダゥ・ジョーソズ商品相場指数よりはよ
り一層，資源価格の変動を端的に示すものは，
第1・1図　国際商品市況の推移
一 一一
一
1
「
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〔資料出所〕　第1・2表に同ti，一部は企画庁資料にもとつく．
戸イター商品相場指数である。第一次産品を
中心とする資源の価格は，さきに触れたよう
に1972年からの先進工業国の景気刺激政策に
基づく景気上昇過程において，きわめて著し
い上昇を示したわけであるが，この点はロイ
ター商品相場指数の動きに端的に示されてい
る。1972年1月におけるPイター商品相場指
数は548．2の値となっている。
　この指数は1931年9月を100とした指数で
あるが，ダウ・ジョーソズに比べ1972年まで
の約40年間における相場の増加倍率はほぼ
5、　5倍ということになる。これはダウ・ジョー
ソズの場合と商品のカバレッジが違うことに
よるものである。この1972年1月におけるロ
イター商品相場指数は，以後景気の上昇過程
においてその値を更新していくことになるが，
それでも1972年の秋になるまでは，それほど
顕著な上昇は見出されない。6月における指
数は549．4であるから，ほとんど横ばいであ
70
る。しかし夏に入ってからその相場は徐々に
上がってゆき，9月にはついに604．5の水準
に達し，12月には一気に731．5の水準に達す
る。1973年1月の水準は807．3である。前年
1月にたいする増加倍率は，1．47となってい
てほぼ47％の価格上昇である。その大部分は
夏以降にあらわれたものであることは，注目
されてよい。1973年に入ってからのPイター
商品相場指数の動きはきわめて，きわだって
し・る。　3月には862．4となり，　6月には978．2
となり，7月にはついに台を改めて1072．6と
なり，そうして年末の12月には1339．7とい5
これまでにない高い水準に達するのである。
翌1974年1月には1415．5となり，1973年1月
に対する増加倍率は実に1．75倍，75％の上昇
である。1973年においていかに第一次産品を
中心とする資源価格が上昇してきたかがわか
るであろう。ロイター商品相場指数の最高値
は2月の1429．3であって，以後徐々に低下を
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第1・3表　国際商品の品目別高騰状況
商品名
綿
羊
黄
、4
大
花
??
麦
豆
トウモロコ
シ
コ　プ　ラ
砂　　　糖
国際砂糖協
定価格
コ　ー　ヒ　ー
コ　　　コ
亜
ス
銅
鉛
銀
ア
鉛
ズ
ク　ズ　鋼
コ ム
i市場
ニューヨー?
シ　ドニー
カルカッタ
シ　カ　　ゴ
〃
〃
ロンドソ
ニユーヨPt?
ニユーヨー?
ロンドン
〃
〃
〃
　　〃
ニユーヨー?
ピツツバー
グ
ニユーヨー?
シ　カ　　ゴ
ロソドソ
銘　　柄
ミドリソブ
1イソチ1／16
脂付キ
単　　位
セント／封度
豪セント延
ルピー／俵
ドル／ブッシ
　　エノレ
　　〃
??????
?
封／?ン陀
???????ァ?????? ?ー
サントス4
号
！ミ　＿
〃
〃
〃
ヘビーメル
チング
RSS1号
コロラドス
テア，塩生
皮
iセント／封度
1ポソド／英ト
　　　　ン
　　〃
〃
〃
　　〃
セント／ナソ
　　　ス
ドル／トン
セント／封度
〃
ドル／オンス
72年7月
初の相場
　㈹
39．85
191．5
470
1．49％
73年12月
末の相場
　（B）
3．55
1．225／8
138
5．60
5．63
（6月21日）
47．75
252．5
417．00
120．75
150．50
1．516
160．20
36～37
17％
24
65．50
89．15
398
370
6．05
5．78
2．68％
690
12。90
　12．93
68．50～
　69．50
533．0
870．00
244．00
595．00
2．720
326．80
75～76
56
23～23％
112．25
74年2月
5日の相
場　⑥
B）／㈹％
　　L73．2212．237倍
352
375P
6．20％1
6．33％
2．98％
760
2．078倍
21．　3
4．047倍
62．8
2．　190倍
5．000倍
⑥／㈹％
83．7
83．8
20．2
4．151倍
78．5
2．436倍
5．507倍
羅翻：：；1簿
69．00
588．0
973．00
270．00
700．00
3．130
443．60
94～95
54％
24
140．00
44．5
2．111倍
2．086倍
2．　021倍
3．953倍
79．4
2．040倍
2．068倍
3．246倍
3．1
71．4
44．5
2．329倍
2．333倍
2．236倍
4．651倍
2．　065倍
2．769倍
2．589倍
3．　174倍
0．0
2．137倍
（注）　国際砂糖協定価格・原皮は2月1目・コヒー・ココアは2月4日の相場を採った．丸紅飯田調べにょる．
続けていき，74年の12月には1190．4の水準に
まで低落する。　　　1
　その意味で，第一次産品を中心とする資源
価格は，1974年の初めに最高点に達し，以後
徐々に低下していったことになる。いずれに
せよ，1970年以降不況過程から好況過程への
推移は世界的な同時的進行という特徴を伴い
ながら，資源価格の急激な上昇を引き起こし
た。一般に第一次産品，特に原料資源等の供
給はかなりその供給国が限定されており，し
かもそれらの供給は工業生産物のように操業
水準を任意に増大させることによって供給量
をふやすということが容易ではない。その面
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が最も強く出るのが農産物の場合である。農
産物は収穫に長期を要するため，需要の増大
に応じて供給を増大させるにはかなりの期間
が必要であり，したがってそのギャップが埋
まってゆくまで，農産物価格の上昇が急激に
進展する基本的性格がある。同様の点は鉱産
物等にもみられるわけであり，石油について
も例外ではない。この一般に供給の非弾力性
と呼ばれるこの性質は，世界景気の同時的進
行に基づくそれらの生産物への需要の拡大と
相まって，先ほど見たようなロイター商品相
場指数の急激な上昇をもたらしたことになる。
ここにさらに，これら価格の上昇を引き起こ
したもう一つの要因をつけ加えておかなけれ
ばならない。それは異常気象に基づく世界農
産物生産の減少である。特にソ連における穀
物の不作は，世界市場に大きな需要圧力とし
て作用することになった。
　1973年におけるソ連の大量の小麦の買付け
は，その端的な表われであり，事実，シカゴ
における小麦市場の相場は，第1・3表に示す
ごとく，73年12月には72年7月にたいし4倍
以上の高さに達している。同じくロソドソ市
場におけるコブラの相場も，同じ期間に5倍
になんなんとする上昇率である。大豆は同じ
期間に62．8％の増加，砂糖は2．3倍の増大と
いう具合であって，これら農産物価格の上昇
は異常気象を背景として，73年には急激な国
際市場における需給逼迫を生み出したのであ
った。こうして世界景気の同時的進行に基づ
くイソフレーショソの圧力に加えて，この穀
物市場，農産物市場における一時的な供給減
少が大幅な需給ギャップを生み出し，その価
格を引き上げることによって，さらに促進さ
れることになる。ここでわれわれは農産物価
格についての需給をめぐる諸問題を論議する
位置にはいない。したがって，これについて
さらに言及することはさけるが，この72年，
73年にかけての異常な需給逼迫は，その後と
もかく緩和されつつあることはすでに周知の
ところである。しかし，それが一次産品価格
の形成問題に重要な意味をもつに至った。
1－2　石油価格の暴騰
　さて，ここでさらに次の重要な影響要因を
あげる必要がある。それは言うまでもなく石
油の価格引上げ問題である。石油価格の引上
げは世界市場にこの上ない影響を与えた。こ
れは工業製品価格にたいする石油価格の比率
に大きな変化をもたらしたのであるが，これ
を工業国と産油国との間のそれぞれの輸出生
産物価格の交易条件を表わすものとするなら
ぽ，産油国による石油価格の引上げは，いわ
凹
ばこの交易条件のドラスティックな変化を引
き起こしたという点にその特徴を認めなけれ
ばならない。
　しばしば言われているごとく，この石油価
格の引上げは政治的な背景をもって実現され
たものである。必ずしも経済的要因にのみ依
存して行なわれたものでない，という点で通
常の市場価格の需給関係からの価格変化とは
その性質が著しく異なっている。しかし，長
期にわたり石油価格が工業製品価格に比して
低い水準におさえられていたという判断にそ
の一端の理由が存在すると認められる以上，
この石油価格の引上げを単純に政治的な背景
のみに依存して行なわれたものであるという
ことはでぎない。この石油価格の引上げがい
わば自然独占を背景として，行なわれた独占
力の行使とうい側面をもっていることを認識
しなければならない。この独占力の行使は，
世界市場におけるこれまでの需給変動に基づ
く価格変化という自由市場的特性に強い打撃
を与えることになった。いいかえると世界市
場の構造がこれによって変化したことになる。
この世界市場の構造変化の問題はここでの直
接の関心事ではないので，この点についての
言及はこれに止め，むしろ石油価格の引上げ
がもたらしたイソフレーショソへのショック
について，さらに詳しく検討を行なうことが
必要である。石油価格の引上げは1973年の秋
から急速に実行に移されたが，その結果，世
界的なインフレーショソはさらに強い拍車を
かけられたことは先に言及した。この石油価
格の引上げは，数次にわたって行なわれ，し
かもそれがぎわめて急激であったために，
1974年の年頭における石油価格の1973年の年
頭における価格にたいする比率は，実に4倍
に達している。その後若干の国が，その石油
価格の引下げをわずかながら実現したが，そ
れはほとんど無視しうる程度のものであり，
事実上石油価格はその4倍に引き上げられた
水準に釘付けされているとみなしてよいであ
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ろう。
　主要工業国はその工業用燃料として石油を
用い，また，各種の電力の主要原材料として
石油が用いられ，かつ多くの化学工業が石油
を原料として使用しているという事実を背景
として，この石油価格の引上げは工業国にお
けるインフレーションにこれまでにない影響
をもたらすことになったのである。いわば産
油国のカルテルの形成と独占力に基づく供給
制限，それに引続く価格の引上げを通してま
ず第一に起こったことは，工業国における投
入，産出のメカニズムを通して，それがすべ
ての生産物の原価を引き上げることになった
という点である。主要国はそれぞれのもつ産
業連関分析のテクニークを用い，石油価格の
引上げが各種生産物の価格引上げにどのよう
な影響を与えるかを計算した。その計算結果
は多くの国においてかなり悲観的なものであ
った。技術的な投入，産出関係に依存するか
ぎり，石油価格の引上げがただちにその投入
産出関係のメカニズムを通してコストの引上
げをもたらすことは火を見るよりも明らかで
ある。単に影響はその技術的投入産出関係を
通じるものだけではなかった。さらに重要な
点は，最終需要への影響である。最終需要は
いうまでもなく，消費需要と財政需要と投資
需要とからなるが，これら最終需要部分は石
油価格の引上げによって直接，間接に大きな
影響を受けることになった。その点について
は後ほど言及することにするが，もう一つ重
要なルートは石油市場における需給逼迫を予
想しての猛烈なスペキュレーションの発生で
ある。
1－3　投機的市場の必然的帰結
　　一イン7レーションの第2段階
　石油価格の引上げが産油国によって公示さ
れたとたんに，日本の場合についていうなら
ば，国内市場における石油価格は暴騰した。
その暴騰の理由は石油供給量の削減に基づく
ものと価格引上げに基づくものであったが，
すでに大量の石油を備蓄していたその段階に
おいて，直ちに石油価格の上昇が市場で行な
われるということは，決して経済的論理のみ
に基づくものではない。そこには大ぎなスペ
キュレーショソが作用した。中間流通段階の
供給業者は安い価格で入手した石油製品を大
量にストックとして抱え込み値上がりを待っ
てそれを供給しようとする態度に出た。さら
に，ストックの拡大のための投機的需要が増
大した。他方石油製品の供給業者もまた，，同
様の態度に出ることによって，恰もその抱え
ているすべての石油製品が石油価格引上げの
公示とともに引き上げられたかの如くの様相
がそこに表われた。こうして現実にはこのス
ペキュレーションの作用によって安い価格で
輸入された大量の石油および石油製品が，石
油価格引上げの公示とほとんど時を同じくし
て大幅に引き上げられることになった。この
即時的な国内石油価格の引上げは，さらに，
石油製品を原料として投入している各種産業
の製品価格の同時的引上げをもたらすことに
なった。それら産業部門においては，すでに
備蓄していた石油および石油製品があったわ
けであり，それらはすでに安い価格で購入さ
れていたものであるが，にもかかわらず恰も
公示後の高い価格で購入したものを原料とし
て使用しているかの如く，その産業部門の生
産物価格を引き上げたのである。
　このような過程がすべての段階で発生した。
もはや石油価格の上昇は単に石油を原料とし
て使用する産業部門の価格引上げに止まらな
かった。それとはまったく無縁の産業部門，
特にサービス産業部門において大幅な生産物
価格の引上げに導いてしまったのである。こ
れら産業部門，ないしサービス部門は，石油
製品ないし，それを原料として使用している
産業部門の生産物価格の上昇に自らの生産物
価格をリッグした。いわゆるマーク・アップ
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方式による価格形成が，すべての部門に発生
してしまったのである。こうした波及過程は
もはや投入産出の技術的関係を通して計算さ
れる石油価格の引上げの影響の範囲を超えて
いたのである。このタイプのいわば石油価格
の引上げがやがて輸入されてくる石油につい
て適用されてくるはずのものであるにもかか
わらず，すでに既存の安い価格で購入された
石油をも恰も引上げ後の価格で購入されたか
の如くに取り扱いそれに応じてすべての部門
がその引上げにマーク・アップ方式を適用し
て自らの生産物価格を引き上げた。このよう
なケースがもっとも典型的に表われたのが日
本の場合である。日本のイソフレーションは
他の工業国に比して驚くほどの速度で進展b
た理由の一つは，この日本の各種生産物価格
形成におけるマーク・アップ方式によるもの
であることが，ここに明瞭に示されている。
これがあまりにも徹底的に行なわれたために
公共料金と準公共的性格をもつ部門の生産物
価格のみが低水準に釘付けされることになり，
国内におけ各種生産物の相対価格に著しい歪
みを与えることになってしまった。そうして，
その高度のインフレーショソにたいする国民
全般の反応は，その低水準に釘付けされた公
共料金ないし準公共的性格の料金の釘付けに
向かってきわめて歪んだ形で爆発した。
　しかし，それもきわめて短時間のうちに消
滅してしまったことは，その後の状況がきわ
めて明瞭に示している通りである。これはイ
ソフレーショソにおける第二段階と呼ぶべき
ものであろう。1970年代に入ってからのイソ
フレーションの第一段階は工業国における景
気の上昇に伴って発生した，いわば世界的規
模でのインフレーションであり，第二の段階
は石油価格の引上げによるその波及過程で生
じたイソフーショソであるポ
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ll　スタグフレーション下の経済
fi　－1失業と経済成長のトレード・オフの
　　　関係
　注目すべきことは，ここでウェルフェアの
状況が著しく悪化したという点である。ウェ
ルフェアの悪化がこの第一段階，第二段階に
おいて著しく進展した点については後に詳し
く検討するところであるが，ここでウェルフ
ェアの問題以前の段階で大きなウェルフェア
にかかわる問題が発生した。それはこのイソ
フレーショソの第二段階で発生した失業の増
大である。いわゆるスタグフレーションの出
現がそれであるが，そのスタグフレーショソ
についてはより詳しい検討がウェルフェアと
の関連で必要である。次にこの間題に移るこ
とにしよう。一般的にいって，経済成長率が
高まるときには物価は上昇し，経済成長率が
低下するときには物価の上昇テソポが鈍くな
る。あるいは場合によっては物価の下落も生
じうる。通常，物価上昇率，ないし下落率と
経済成長率との間にはある種のトレイド・オ
フの関係が存在しているといわれている。し
たがって，もし経済成長率が低下するにもか
かわらず，物価上昇率が衰えず，あるいは物
価の下落がまったく生じない状況にあるとす
るならば，その経済構造は変質したのである。
　それは経済成長率の上下変動と物価上昇率
との間に関連が失われたということである。
一般に需要と供給のギャップが物価を変化さ
せるという通常の市場経済のもとにおいては，
経済成長率と物価上昇率との間にトレイド・
オフの関係は明瞭に存在するはずである。し
かしながら，その市場経済のもとにおいても
この両者の闇の相互関係が失われるとするな
らば，それはその市場経済の構造が変化した
とみなければならないであろう。他方，経済
成長率と失業率との間には，やはり同じよう
なトレイド・オフの関係が存在し，経済成長
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率の上昇は当然のことながら失業率の減少を
もたらすであろうし，経済成長率の下落は失
業率の増大をもたらすことになるであろう。
この関係は市場における技術条件が著しく変
化しないかぎり，経済活動水準の増大に応じ
て必要とされる労働力が増大し，経済活動水
準の低下とともに必要とされる労働力が減少
するという当然の事実の確認という性格をも
つ。一定の技術関係を想定するかぎり，この
経済成長率と失業率との間のトレイド・オフ
の関係は確実に存在するとみなしうるもので
ある。したがって，両者の間の関連はグラフ
に示すならば第2・1図の如くになるであろう。
　この第2・1図は，横軸に経済成長率を測り，
縦軸に失業率を測ったものである。原点より
左側の方はマイナスの経済成長率を示し，ま
た，原点より下方の部分はマイナスの失業率，
すなわち労働力不足を示すものである。いま，
任意にある二つの経済状況を想定することに
するが，最初のケースは第2・1図のU1のグラ
フによって示されるものである。このU1曲
線は経済成長率と失業率との間の一つのトレ
イド・オフの関係を表わしているものであり，
いま，仮に経済成長率が0であるとすれぽ，
縦軸との交点Aはそのとぎの失業率を示すも
のである。そこを通る点線で示されたUm線
はその境が耐えうる最低の失業率を示すもの
である。いま，仮にA点を通るUm線がその
最低失業率を表わしているものとするならば，
経済成長率は少なくともプラスの値をとらな
ければならないというのがこのUl曲線の意
味するところである。たとえば，C＊点にお
ける失業率はマイナスであり，この経済成長
率のもとでは労働力不足が生じることになる。
同じく経済成長率がマイナスとなるならば，
当然失業率がこの最低水準Umを超えてしま
うことになる。したがって，それは望ましく
ない状況を表わすことになるであろう。経済
成長率を任意にとることによって，その経済
が取りうる失業率の位置を連ねたものがこの
U1曲線であるということになるであろう。
これが一つの経済状況に対応するトレイド・
オフの関係を示したものである。
ll－2　インフレーションと経済成長のトレ
　　　ード・オ7の関係
　続いて経済成長率と物価上昇率との間のト
レイド・オフの関係をグラフに描くならば次
の第2・2図の如くになるであろう。これは横
軸に経済成長率を測り，縦軸に物価上昇率を
測っている。したがってマイナスの領域の意
味は物価が下落していることを示しており，
経済成長率のマイナスの領域は経済活動水準
そのものが下落していることを表わしている
点は第2・1図の場合と同様である。ここであ
る経済条件のもとでの物価上昇率と経済成長
率との間のトレイド・オフの関係を一一つの曲
線によって示したのがTl曲線である。経済
（一）
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成長率が充分に低いならぽもちろん物価は下
落する。T1曲線上のB＊点はそのような事態
を示すものである。特定の経済成長率のもと
において物価がまったく変動しないわけであ
るが，この9＊点における経済成長率はその
経済成長過程における生産能力の増大と需要
の増大とがちょうどマッチしており，したが
って市場条件からは何ら物価変動への刺激は
なく，物価の視点から見る場合に安定的な経
済成長率となっているわけである。通常，ハ
Pッド的意味における均衡成長率はこの第
2・2図の上では9＊点によって示されている。
その9＊点より高い経済成長率のもとでは，
需給ギャップが生じ需要が供給をより速い速
度で上回っていくことによって，イソフレへ
の圧力となり，それが顕在化して物価を上昇
させるという事態を示している。
　逆にその経済成長率よりも低いならば，供
給が需要を上回るという形でギャップが拡大
し，物価は下落していくことになるであろう。
T1曲線上のたとえばA点ではもちろん，一
定の物価上昇率がそれに対応することになる
が，仮にこの物価上昇率がその社会にとって
耐えうる最低限度の物価上昇率である，とす
るならば，少なくともその社会ではこの物価
上昇率を超えて事態が進展する場合，それに
耐えることはできないことになる。しばしば，
クリーピソグ・イソフレーショソと呼ばれる
現象が存在するが，そのクリーピング・イソ
フレーショソの中で年2％ないし3％程度の
物価上昇率は，むしろその社会にとって望ま
しいものであり，また耐えうるものであると
いう説がなされているが，このような意味で
のその社会の経済発展を維持していくために，
ある程度の物価の上昇は必要なことである，
という判断はもちろん，価値判断の問題とも
いえるが，どの程度の経済成長を望ましいと
するかによってこのような意味でのその社会
の必要とするインフレーションのテンポが決
まってくるであろう。ここでは，望ましいか
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どうかという判断は別にして，少なくともそ
の社会がその程度の物価上昇率であるならば
いろんな視点から耐えうるものであり，しか
もそのもとで経済の発展が充分に期待される
という意味でグラフ上の点線によって示され
た上昇率が示される。
　勿論その経済社会の与えられた条件のも
とで，第2・1図における失業率と成長率との
トレイド・オフを表わす曲線と第2・2図にお
ける成長率と物価上昇率とのトレイド・オフ
を表わす曲線とが組み合されることになるの
であるが，それが望ましいある特定の経済成
長率を実現することになるかどうかは問題で
ある。
H－3　インフレーションのもとでの
　　　失業の発生
　次の第2・3図はそのような組合せの一つの
例を上げている。第2・3図に’おいては縦軸に
経済成長率を測り，横軸に物価上昇率と失業
率を測っている。第2・1図および第2・2図に
おけるU1曲線とT1曲線を仮に一つのグラフ
にまとめて描いたと考えてもらえぽよい。こ
のような場合，われわれは各経済成長率に対
応するT1曲線上の点とU1曲線上の点をそれ
ぞれ組み合せてグラフ上に示すことができる
が，その経済社会のもっている諸条件のもと
では，失業率を耐えうる限界以内に止めよう
とするならば，その経済成長率のもとでは物
第2・3図
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価の上昇は耐えうる限界を超えてしまうこと
になり，もし物価上昇率を耐えうる限界内に
抑えようとするならば，失業率は逆に耐えう
る限界を超えてしまうという場合がありうる。
このような経済社会のもとでは望ましい水準
にまで失業率を引き下げ，さらに物価上昇率
を耐えうる限界内に抑え込むということは何
らかの他の手段が講じられないかぎりは実現
不可能である。つまり，経済成長率の操作を
適当に行なうことができるとしても，その経
済成長率の操作によっては失業率と物価上昇
率との双方を耐えうる限界内に集束させるこ
とはできない。第2・3図に示されているケ・・一
スはまさにそのようなものである。すなわち，
第2・3図においてab直線は失業率を限界内
に止めることはできても，物価上昇率を限界
内に止めることができないわけであり，また，
a＊b＊直線は物価上昇率を限界内に止めるこ
とはできても，失業率を限界内に止めること
はできないことを表わしている。
皿一4　インフレー一一ションの許容限界と
　　　失業の許容限界
　したがって，その中間のどのような点を選
んでも，二つの要求を同時に満すことはでき
ない。経済成長率の操作はそのいずれかを犠
牲にしなけれぽならないわけである。これは
一般的にいうならば，二つの経済政策の目標
を達成するには政策手段は少なくとも二つな
ければならないという命題の一適用例と考え
ることができる。経済政策の目標がn個ある
ならば，政策手段はn個より多くなけれぽな
らない。第2・3図が示す状況は経済成長率と
いうただ一つの政策手毅の操作を通じては，
物価上昇率と失業率の双方のある目標値を達
成できないという事態を表わしている。スタ
グフレーショソと呼ばれる事態は，失業率が
増大しているにもかかわらず，物価上昇率は
むしろ高まるないしは物価上昇率がまったく
下落への傾向を示さないという事態をさす用
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語であるが，スタグフレーショソと呼ぽれる
経済状況はいわば第2・3図に示されているよ
うな事態であると考えてよいであろう。もし，
経済成長率の操作を通じて望ましい水準にま
で失業率を引き下げ，また物価上昇率を抑え
込むとするならぽ，たとえば，われわれは第
2・4図に示すような状況になっていなければ
ならない。すなわち，U1曲線とT1＊曲線のよ
うな組合せがその経済社会に存在していなけ
ればならないのであり，あるいは逆にその経
済社会の経済的諸条件はU1曲線とT1＊曲線を
生み出すようなものでなけれぽならない。も
し，このような状況にあるならば，われわれ
はab直線のそれぞれU1曲線とT1＊曲線に
おける交点は耐えうる失業率の限界内にあり，
また，耐えうる物価上昇率の限界内にある。
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　したがって，それに対応する経済成長率9＊
を選ぶならば，われわれは二つの目標を同時
に達成しうることになるのである。そのため
には，たとえばT1＊曲線のような位置に物価
上昇率と経済成長率との間のトレイド・オフ
曲線を移動させなければならない。あるいは
逆にU1曲線を移動させなければならないで
あろう。政策的にそうしたことが可能である
かどうかはまた別の問題であるが，いずれに
せよそういうシフトが可能であるなら，政策
当局はそのようなシフトを実現させることに
よって，二つの目標を同時に達成することが
できることになる。ここで再び，われわれは
第2・3図の事態に立ち戻ろう。それは第2・4
図のような事態が存在しないとはいわないが，
そのような事態はきわめてレアー・ケースで
あると考えることが妥当だからである。それ
は一つの政策手段によって同時に二つの目標
を達成できるという状況であり，このような
状況は一般的には成立しない。ところで，
1970年代に起こったことはこのトレイド・オ
フの関係が政策によっ改善されたというので
はなく，逆に経済条件そのものが変化して，
トレイド・オフの関係が悪化したということ
である。トレイド・オフの悪化は，たとえば，
第2・1図に即していうならば，U1曲線の位置
が移動してU2曲線のところまでやってきた
としよう。経済成長率91のもとで以前なら
ばC＊点によって示されるような労働力不足
が存在していたわけであるが，トレイド・オ
フ曲線のシフトによって，いまやC点によっ
て示される失業率が与えられる。
　この失業率のもとではその社会が耐えうる
限界以上の失業者が存在することになり，い
まやこの経済成長率91のもとではその社会
は耐えられない失業者を抱え込むことになる
であろう。したがって，新しい経済状況のも
とで，失業老を耐えうる限界内に減少させる
ためには91＊によって示される経済成長率を
実現しなければならない。すなわち，以前よ
りもより高い経済成長率が要求されることに
なる。そこまで経済活動水準を引き上げると
いうことはもちろん，物価上昇率に何らか影
響を及ぼさないわけにはいかないのであるが，
その点はしばらくおいて，ここでは失業率と
経済成長率との間のトレイド・オフの関係が
経済条件の変化によってシフトし，その結果
以前の経済成長率のもとでは，もはや耐えが
たい失業者が出現してしまうという事態を明
確にすればよいのである。このような事態に
経済条件が変化していくことをわれわれはト
レイド・オフ関係の悪化と呼ぶ。このトレイ
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ド・オフの悪化が物価と成長率との間につい
ても起こるわけであるが，第2・2図に即して
同じくトレイド・オブの関係の悪化を説明す
るならば，次のようになるであろう。最初の
物価上昇率と経済成長率との間のトレイド・
オフの関係はT1曲線によって示されている
が，それがT2曲線の位置にシフトしたとし
よう。この場合T1曲線の場合にはT1によっ
て示される経済成長率のもとで物価上昇率は
わずかな水準であり，その社会にとって耐え
うる限界であったが，いまやT2曲線が現実
に適用されることになるために，従来の経済
成長率91のもとでは，A＊によって示される
物価上昇率が実現されてしまう。
　その社会の経済諸条件の変化のために以前
と同じ経済成長率のもとでは耐えがたいイン
フレーションがそこに発生することになって
しまうのである。したがって，もしこのよう
な状況のもとで物価上昇率を限界内に抑えよ
うとするならば，B点に対応するところまで
経済成長率を引ぎ下げなければならない。す
なわち，9ユ＊の大きさの経済成長率にまで成
長率を落さなければならないのである。9ユ＊
のもとでは以前ならぽ物価はむしろ下落する
という状況であったが，新しい経済状況のも
とではかろうじて物価上昇率を限界内に止め
うるということになる。もし，物価上昇率を
0にしようとするならば，さらに経済成長率
を引き下げなければならないであろう。この
築2・5図
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二つのトレイド・オフ曲線の組合せを，たと
えぽ第2・5図に示す如くに想定しよう。最初
のT1曲線とU1曲線のもとで経済成長率91が
与えられそのもとでそれぞれa1，b1が成り立
っていたとする。この場合，この経済成長率
のもとで物価上昇率も失業率もともに許容限
界内にあるが，仮にトレイド・オフ曲線の悪
化によってT1がT2の位置にきたとするなら
ば，もはやこの経済成長率のもとで暢価上昇
率を低い水準に止めておくことができない。
限界内に持ち込もうとしたときに，U1曲線
ものとにおいてさえそれは実行しがたいもの
であろう。何らかの政策的処置によって，U1
曲線が実現できるのでなければもはやこの経
済はイソフレーションを選ぶかそれとも失業
率を選ぶかのいずれかの選択をせまられるこ
とになる。
皿　1970年代における失業とインフレ
　　の選択
皿一1　インフレーション下の工業国の失業
　これまでわれわれは、失業と経済成長の間
のトレード・オフの関係およびイソフレーシ
ョソと経済成長との間のトレード・オフの関
係を基軸として、それぞれの経済的諸条件の
もとでの，トレード・オフの組合せと政策的
手段のとらるべき方向について詳しく考察を
すすめてきた。とくにトV－一ド・オフの悪化
は困難な政策課題を課することになる。すな
わち、失業を選ぶかイソフレを選ぶかという
選択をその経済に強制することにならざるを
えず、特に物価と経済成長率および失業率と
経済成長率の双方にそうしたトレイド・オフ
の関係の悪化が生じる場合にはこの二者択一
的な状況は必然的に発生してしまうことにな
る。どのような経済成長率を選んでも失業率
は増大し，物価水準は上昇することになるで
あろう。1970年代に入って聞もなく，各国は
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イソフレーショソ抑制のための成長率の低下
を政策手段として用いることになったが，経
済成長率の低下はかなり明瞭に70年，71年と
生じてぎた。それに対応して当然のことなが
ら，失業率の増大も生じたのである。いま70
年からの主要先進工業国における失業率の推
移をみてみるならぽ，次の第3・1表の如くに
なる。70年におけるカナダの失業率は5．9％，
アメリカの失業率は4．9％，とずば抜けて高
い。日本はわずかに1．　2％，ほぼ同じ程度に
オーストラリアがL1％であり，ドイツがス
ウェーデソとともに1％以下の水準であって，
前者が0．5％，後者が0．9％となっている。カ
ナダ，アメリカに次いで高いグループはイタ
リア，イギリス，ベルギーの三国，それにフ
ィソラソドが付け加わるが，イタリアが3．1，
イギリスが2．3，ベルギーとフィソラソドが
1．9となっている。
　先に触れたように，カナダとアメリカが最
初に経済成長率の増加政策をとったが，この
景気刺激政策は失業率がかなり高い水準に達
したことの必然的な結果であった。もちろん
政策の転換は71年に行なわれたわけであるが，
71年にはカナダが6．4％，アメリカが6．0％と
他の工業国を著しく引き離した水準に失業率
を高めている。続いて大きいのはイタリアと
イギリスであり，それぞれで3．1，3．0であっ
て，フラソスとフィソラソドがそれに続いて
2．1，2．2となっている。依然低い水準にある
のは日本，オーストラリア，西ドイッ等であ
リスゥェーデソも比較的低い。しかしながら，
それにもかかわらず，依然と同じ失業率を維
持したのは，日本のみであって，他のすべて
の国において失業率は増大している。この日
本を除いた主要工業国における失業率の増大
が各国の政策目標をイソフレーショソから失
業率に切り換えさせた理由である。従来の状
況であるならば，先に上げた程度の経済成長
率の低下ではこれほど大きな失業率は存在し
なかったわけであり，その意味で失業率と経
第3・1表失業率の推移
（a）
　1970
　1971
　1972
　　　1
　　　∬
　　　皿
　　　Iv
　ユ973
　　　1
　　　1
　　　皿
　1974
　　　1
　　　∬
1962～1972
（Average）
カナタ アメリカ 日本
????????????904
　16．0
5．6
5．9
5．71
5．61
5．31
4．9
　15．0
4．9
4．7
4．7
?ギ??
???
ツ
?
．?ン
?????﹇???
5．5，
　k5．21
15
????【
1．2
1．2
1．41
1．4
1．4
1．4
1．4
1．3
1．3
1，3
i．　21
1．ll
1．3
1．2
1．2
????????
????
??
2．0
2．0
1．7
O．5
0．7
1．0
0．81
　｝
1．OI
1．OI
1．0
1．3
1．0
1．2
1．3
1．61
　1
1，8
2．5
1．0
? ????
2．8
2．8
3．4
? ??
2．4
2．4
2．3
ベルギ オラン?
? ????
2．3
2．4
1．9
?????????
ブイン
ランド
スウェ
ーデン ??0，9
1．5
テンマ
ーク
1．8
1．7
2．2
71
1．81
1．71
1．7
1．8
2．5
2．6
2．4
2．4
2．3
2．2
2．1
2．0
2．4
1．8
2．9
2．6
2．3
2．3
3，9
3．2
（b）
1974　1
　　　2
　　　3
　　4
　　5
　　6
　　7
　　8
　　　9
　　10
　　11
　　12
1975　1
5．4
5．4
??????????????
1．5
1．5
3．2
2．3
2．6
???????
2L　　2．2
??
2．7
3．0
2。6
3。1
5．8 1．8 L9
　〔資料出所〕OECD，　Economic　Outlook，　Dec．1973，　July，1974，　Dec．1974にょる．
済成長率との間のトレイド・オフの関係が変
化したとみなされたのである。一つには労働
組合の力が強まり，不況過程においても賃金
の引上げが行なわれたという事態とこれは対
応するものであり，その状況が以前よりもよ
り多く雇用水準を落してしまう結果を導きだ
したというのが実態である。
　経済成長率の低下ないし不況過程において
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どの程度に賃金の引上げが行なわれるかは，
もちろん，国々によって異なるが，少なくと
も60年代半ぽ以降において特に70年代に入っ
てから不況過程における賃金引上げ問題は，
その代償を失業の増大という形で支払わなけ
ればならないような経済構造に切り換えてい
く一つのきっかけとなったものと解釈しうる。
このような事態の評価をいかに行なうかはこ
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こでは問題ではない。事実としてトレイド・
オフの関係がそのようなルートを通じて悪化
したということを確認すれぽよいわけである。
?
他方そのような賃金コストの上昇が不況過程
においても進展するところから，生産コスト
の低下は必ずしも生じないぽかりでなく，他
方，市場における各種のカルテル形成や独占
的供給能力をもつ企業の供給制限等を通じて，
価格の下落が喰い止められることになる。も
ちろん，完全に喰い止めることは不可能であ
るかもしれないが，不況過程の進行とともに
物価水準が下落するというメカニズムはこの
ような市場構造の変化を通して相殺されてし
まうことになる。この事態もまたトレイド・
オフ曲線のシフトをもたらす有力な要因とみ
なしうるであろう。いずれにせよ，生産要素，
生産物，双方の供給体制が何らかの形で市場
の自由なメカニズムに委ねられない状況が強
化されることによってトレイド・オフ曲線の
シフトがもたらされたという解釈は一応理論
的にも納得しうるものである。
　1972年に入って，景気刺激政策がカナダ，
アメリカを中心にとられ，それが他の国に屯
波及したわけであるが，その政策転換の効果
は失業率についてみるかぎり，アメリカにつ
いて明瞭に現われている。すなわち，アメリ
カの場合は前年の6．O％から5．6％へと失業率
が減少した。カナダは失業率の増大が喰い止
められて6．4％の水準に止まっている。また，
同様に失業率の低下した国が他にあるかもし
れないが，少なくともこの表をみるかぎり他
の工業国については失業率が一様に増大して
いる。各国における失業率の動きと景気刺激
政策との関連がどの程度であったか，また，
景気刺激政策がどの程度実現されたかという
点になるとまちまちであり，そのことは72年
の4半期別のデータによると失業率の移動を
みると明白となる。後半に至って失業率が減
少してきた国は，たとえば，オーストラリア
がその一つであり，第三4半期を境にして減
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少に転じている。同様に減少に転じた国は，
イタリアがそうであり，またイギリスもそう
である。イギリスは第二4半期をピークにし
て低落を示しており，イタリアは第三4半期
を境を低落している。同じく第三4半期で低
落に転じた国は，オラソダ，フィンラソドな
どがあるが，その他の国はまだ失業率は増大
を続けておる状況であって，その現象は1973
年に入ってようやく実現されることになる。
　1973年に入ると多くの国において失業率は
低下する。カナダが前年の6．4％から5．6％へ，
アメリカは前年の5．6％から4．9％へという具
合であって，表に示す如くほとんどすべての
国において失業率は現象した。例外はスウェ
・一・一 fソであり，スウェーデソは逆に73年に2．5
％の水準にまで失業率が増大している。同じ
く西ドイッも例外であって前年の1．0から1．3
まで失業率は増大になる。この二ヵ国を除く
ならば，他のすべての国において1973年には
失業率は前年を下回った。これは景気刺激政
策の結果である。それにもかかわらずなお，
73年の失業率は過去10年間における平均的な
失業率を上回る国が多く，過去10年間の平均
を下回っている国はデソマークー国である。
ただ過去10年における平均的な失業率がカナ
ダと，アメリカにおいて最も高いという事実
は注目しておくべき点であろう。なお，1973
年における失業率の低下はいずれの国におい
ても第一4半期または第二4半期から生じて
おり，しかも73年の第四4半期以降において
は逆に失業率が増大しているところもある。
このことは1973年の平均的な失業率は多くの
国において前年度を下回ることになったが，
1973年秋から始まった石油価格の大幅引上げ
が各国の国内経済政策を転換させ，それが再
び失業を生み出す事態となったことを示すも
のである。そのことは1974年についてみるな
らぽ，きわめて明瞭になるであろう。
　1974年の第一4半期，第二4半期を通して
失業率が73年水準を超えている国は，アメリ
カ，西ドイツ，オラソダとなっている。その
他の国については若干失業率の低下している
ところもあるが，多くは前年度の第四4半期
の水準をそのまま維持している。その後にお
ける失業率のデータは断続的にしかえられな
いが，たとえば，アメリカの場合，1974年12
月における失業率はZ　1％であって，これま
でにない高い失業率となっている。また，西
ドィッの場合，1974年11月は3．5％の失業率
である。日本は1974年8月に1．5％の失業率，
オーストラリアは1974年10．月に3．2％の失業
率，ブラソスは同じく74年10月に2．6％の失
業率となっている。いずれも，その数値は
1973年水準を上回っていることがわかる。イ
ギリスの場合1974年10月に3．O％，オラソダ
3．1％，またベルギーは74年11月に2．7％，デ
ソマークは74年8月に5．8％となっている。
このようにいずれも1974年末に至るまでにそ
れぞれかなりの失業率の増大を記録している
ことがわかるであろう。1975年に入ってから，
各国が再び失業率に着目して政策転換を図る
に至ったが，石油価格の引上げが行なわれた
1973年秋以降の各国の政策は，最初にその価
格の引上げによる波及過程が進展するとき，
まだ何らかの対策をとることが不可能であっ
た。したがって，たちまちにしてイソフレ過
程に世界経済が突入するのであるが，その顕
在化するプロセスは必ずしも同一ではなく，
各国ごとにそのテソポは異なっていた。
　しかし，いずれも何らかの形で再び経済成
長率を低下させるという形での国内支出の抑
制政策を取ったのであり，それが1974年後半
における大幅な失業率の増大となって表われ
たのである。したがって，相対としてみるな
らば，各国の経済政策という視点からは，70
年代に入って最初の段階はイソフレを対象と
した抑制政策が続いて失業率を対象とした需
要拡大政策がそれぞれ取られ，その後，農産
物価格の暴騰をきっかけとし，さらに石油価
格の暴騰によって拍車をかけられた経済状況
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のもとで，再びイソフレにたいする対応策と
しての需要抑制政策が採用され，続いて失業
率の増大に直面して再び経済の拡大政策に転
じたというのが，70年代における実状である。
失業率の増大が労働福祉の視点からみてゆゆ
しき問題であることは当然である。失業率は
一般にその国の雇用制度との関連において必
ずしもその数値を横断的に比較することは不
可能という見方もある。事実，日本のような
雇用制度のもとでは不況過程に入っても失業
するのは臨時工ないし中小企業における一部
雇用者であり，多くの場合労働時間の短縮と
いう形で失業が顕在化せずに潜在化してしま
う。その意味からするならば，日本の場合実
態以上に少なく出ているということになるか
もしれない。多くの企業において，残業がな
くなり，さらには通常の勤務時間の短縮が行
なわれ，それに応ずる賃金カットが実現した
場合，これはある意味で失業が分散化された
状況とみることができるであろう。
　これは特に雇用制度がきわめて近代化して
いるアメリカないしカナダと対照的なもので
あり，アメリカ，カナダにおいて高い失業率
が景気の動向に応じて出現するという事態は
その雇用制度とも密接に関連している。しか
しながら，それにもかかわらずアメリカの場
合，失業率の変動がより高い水準のもとで生
じてきたという事実があり，これはやはりb
レイド・オフ関係の悪化が徐々に生じてきた
ということであろう。もちろん，この悪化は
経済構造の変化とからまっているわけであり，
他の国々も近代工業社会としてもつトVイド
・オフ関係の悪化をもたらすような諸条件を
その内部にもつ以上，失業率が顕在化すると
否とにかかわらず，多くの国は同様の要因を
抱えているというべきである。失業率が生産
活動水準と密着していうという判断にたつな
らば，そうして潜在的な失業の増加が，労働
時間の短縮という形で行なわれているという
ことを念頭に置くならば，鉱工業生産の動向
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第3・2表1974年を中心とした生産活動水準
譜1・ 本　　米 国隊 国西・イ・レラン刈…　ア
1971
1972
1973
1974
1975
?????????
1月
2
（1970＝100）
　　103．4
　　114，6
　　131．6
130．8
129．3
131．9
127．3
127．8
123．3
123．7
121．9
119．4
113．8
109．0
1（・967－…）
　　　i鎗：1
　　　｝ll：l
　　　l；1：l
　　　lll：l
　　　lll：1
　　　111：l
　　　lll：1
　　　118．3
（1970＝100）
　　1∞．4
　　102．4
　　109．9
　　101．2
　　103，1
　　105．7
　　107．3
　　107．5
　　108．6
　　109．5
　　109．4
　　108．1
　　108．Q
　　107．5
1（1962＝100）
160．1
166．4
178．7
167．0
179．8
181．3
187．9
184．7
195．0
160．6
153．6
176．4
177．3
189．1
（1970＝100）
　　　104
　　　112
　　　120
　　　125
　　　126
　　　123
　　　124
　　　126
　　　126
　　　128
　　　128
　　　122
　　　122
　　　119
　〔資料出所〕　日本経済新聞社・内外景気指標による．
をみることがむしろ妥当であるかもしれない。
そのような視点にたって，以下製造業を中心
とする生産指数の動きに着目し，それをウェ
ルフェアの視点から重要な問題である失業プ
ロセスの一つの指標としてみることにしてみ
よう。
いずれも指数表示である．
（1970＝100）
　　　99
　　104
　　113
　　124
　　115
　　124
　　124
　　128
　　122
　　130
　　　77
　　129
　　130
　　112
　　102．4
皿一2　失業指標としての生産活動水準
　次の第3・2表は主要工業国における鉱工業
部門の生産活動の推移を示したものである。
それぞれ基準年次が違うために横の比較を行
なうことはできない。ここではもちろん，横
に比較する必要はないわけであり，各国ごと
に1974年においてどのように生産活動水準が
変動したかをみればよい。まず，アメリカに
ついてみるならば，アメリカにおける失業率
の変化について，すでに考察したのであるが
鉱工業を中心とする生産活動の面からみると
き，その活動水準の低下はすでに年初から表
われるわけであるが，年央において若干水準
が戻る。しかしながら，再び秋以降生産活動
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水準が急激に低下していくのがわかる。この
アメリカの生産活動水準の明瞭な低下は秋か
らとみなしてよいであろう。6月における生
産活動水準は指数で125．8となっているが，
これがこの年のもっとも高い値となっており，
以後若干の変動はあるが，漸次生産活動水準
は低下傾向をしめし，特に9月以降において
それはかなり急激に低下する。これは石油価
格引上げ以後の影響が表われ，イソフレーシ
ョンの傾向がでてきたこと，および石油価格
引上げによる国際収支の赤字を懸念して，国
内の引締め政策を強化したことの結果である。
このままアメリカの場合には1975年に低下傾
向を持ち込んでくることになり，75年第一4
半期にはすでに大幅な生産水準の低下が生じ
た。イギリスの場合にもほぼ同様であり，若
干の変動はあるが7月の生産活動指数109．5
を境に同じく生産の低下傾向が明瞭にでてく
る。
　フラソスの場合には8月に128という水準
に達した後，以後急速に低下を開始する。西
ドイツの場合には，ただしこれまでとは異な
り，ややその生産活動水準は高位に維持して
いるが6月の195．0をさかいにしてやはり低
下傾向が出ていることが読みとれる。イタリ
アについては若干数値の上で，そのような傾
向が見出されないのであるが，これも75年に
入いって，低下傾向を明らかに示すようにな
る。日本の場合であるが，日本も7月の127．8
という数値を境にして低下に転じてしまうが，
より正確に言うならぽむしろ73年末の133．7
を境にして以後，低下に転じたと見るべきも
のであろう。特に9月以降において，その低
下傾向は，かなり著しいものがある。以上そ
れぞれの国の鉱工業部門を中心とする生産活
動水準の推移を見たのであるが，ζれと先に
掲げた失業率の動きとをかみ合わせ，更に，
前節で述べた各国の実質総生産水準の変化率
の推移を組み合わせるならば，74年半ば以降
の各国の経済活動水準の停滞は明瞭であると
言うべきである。75年に入ってからの各国の
成長政策の主点がインフレーションから失業
へと移っていき先に述べた経済成長率とイソ
フレーションとの間のトレイド・オフの関係
を想起するならば，これがイソフレーショソ
を促進する可能性を持っていることは明瞭で
ある。と同時に，それはおそらく失業率の低
下をもたらすことになるであろう。以上の世
界景気の停滞が，石油価格引上げ以後，生じ
たのであるが，それが一方においてイソフレ
ーショソの進展と歩調を共にしたことによっ
て，今や先進工業国の経済は全般的にスタグ
フレーションの過程に入ったといわなけれぽ
ならない。もちろん，このスタグフレーショ
ソ的傾向が先進工業国全体の構造変化ないし
体質の変化と呼ぶべきかどうかについては問
題は残っている。
　このスタグフレーショソが石油問題を背景
にした特定の一時的現象であるという側面を
否定することはできないが，いまや先進工業
国における市場構造がそのような方向ヘシフ
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トしたということをほぼ確認すべきである。
今後においても種々，紆余曲折を経てその表
現はいろいろと異なってくるであろうが，全
般的にスタグフレーション的体質に変わりつ
つあるという事態はほぼ一般的承認をうるこ
とのできるものであろう。ここで問題はイソ
フレーショソが賃金の上昇に結びつくという
点である。石油価格の引上げ以後のインフレ
ーショソ過程の進行は賃金をはじめとする各
種生産要素価格の引上げを促すことになった。
特に賃金水準はその実質的価値の低落を免れ
るために，全般的に引き上げられることにな
り，しかも，その引上げ幅は大幅であったと
ころから，工業国を中心とするイソフレーシ
ョンの性格はここで再び新しい性格をもつこ
になったとみなされている。いわゆる賃金物
価のスパイラル的相互作用がここに出現する
可能性がきわめて強くなったのである。もち
ろん，賃金物価のスパイラル的相互作用は，
賃金の上昇を出発点として考えるべきもので
はない。賃金の上昇それ自体がそれに先行し
たイソフレーションへのキャッチ・アップの
プPセスにおいて生じたことを想起するなら
ぽ，その始発点はむしろ物価の上昇に求める
べきかもしれない。
　ここでその因果関係の序列でいずれが先行
したかという問題について，特別の考察を行
なうことはあまり意味がない。先進工業国を
中心とするイソフレーショソのプPセスは賃
金物価のスパイラル的相互作用を引き起こす
ような，いわば第三段階の状況である，イン
フレーショソ過程に入ったということを確認
すれぽよいのである。ここでわれわれは，改
めてイソフレーショソと賃金の変動の実態に
目を向けなければならない。これまでわれわ
れはイソフレーショソについて詳しい検討を
行ない，それがウェルフェアの基本部分をな
す失業問題とどのようにかかわりあいをもっ
てきたかについて考察をすすめてきたのであ
るが，イソフレーショソそれ自体の進行の実
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態をデー一一一タにそくして考察しておかなけれぽ
ならないであろう。
皿一3　経済体制のインフレ・バイヤス的
　　　要因
　インフレーショソについての考察に入る前
に一つだけつけ加えてけおかなればならない
点がある。それは先進工業国を中心とする市
場経済の世界において，構造的要因としての
イソフレ・バイヤスの存在を指摘しておくこ
とが妥当だからである。
　先進工業国を中心とする各国経済はいわゆ
る金為替本位制のもとに運営されてきたとい
う事実である。ドルを金為替とするいわゆる
IMF体制は固定相場制をその中核的特質と
してもっている。
　この固定相場制を中核としてもったドル＝
金為替本位制は構造的要因としてすでにイソ
フレ・バイヤスを含んでいるという点である。
世界経済全体が利用しうる貨幣用金の数量は
これまでにおける金の生産量によって限界づ
けられているものであり，その金のストック
は年々における貨幣用金の生産量をそこに追
加することによって増大を図ることができた。
しかし，そのような形での貨幣用金の増加は
当然金の生産能力によって限界づけられるも
のであり，しかも，金が電子工業の発達とと
もにその原材料として重要な位置を占めるこ
とになったため，貨幣用金の増加のテソポは
それほど大きなものではなく，世界経済の拡
張過程において，その経済の流れを円滑に進
めるだけの量は到底期待しえない。その結果
として事実上，世界経済における流通の円滑
化は金為替であるドルの供給を通じて行なわ
れることになる。しかし，このドルの供給は，
アメリカの国際収支の赤字を通じてのみ世界
経済に供給されうるものであったため，アメ
リカ経済の運営いかんによって，国際通貨の
数量の増減が支配されることになった。現実
に起こったことは，こうしたことの結果国際
85
流動性が世界的規模で不足するということで
はなく，むしろ逆にアメリカが大量にドルを
世界経済に供給することによって，ドル過剰
現象が生じるほど大量のドルが国際経済に滞
留することになったという点である。
　その場合，アメリカが絶えず国際収支の赤
字を通じてそれを供給することになっている
ので，アメリカがその国際収支の赤字幅を世
界経済の発展テソポに合せて増減させるとい
うことでもないかぎり，適度な量の国際流動
性を世界経済が保留することは不可能であっ
た。アメリカ，その経済政策の原則にしたが
って，自国の通貨供給を行なうとしても国際
収支の赤字はそれとはまた別個の原理で出現
してくる。そのためよほどの国際的な支出の
削減をないしコソトロールを行なわないかぎ
り，アメリカがその通貨の発行特権に基づき
国際収支の赤字を累積することになるとして
も，それは本来金為替本位制そのものの制度
の中に内包されたものであった。その結果，
このような制度のもとでの国際流動性の供給
は常に必要とされる以上に行なわれる傾向を
もつことになる。適度の国際流動性の供給を
もし優先させるとするならば，それに応じて
アメリカは自国の各種の国内経済政策および
対外経済政策，あるいはさらに広い意味での
国際政策をそれに従属させなければならない。
しかし，一般にそのような一国の政策実行を
国際流動性に従属させることは不可能であり，
いかなる国について金為替が成立していると
しても，それを実行することは不可能であろ
う。それぞれの国家がその主権に基づく政策
の実行について，それを国際的要請に従属さ
せ，完全にその支配下に置くことは，少なく
とも現在の国際制度のもとでは不可能である。
　それは事実上金為替本位制が本質的にイソ
フレーショソへのバイヤスをもっていること
を意味する。事実，現実に起こったことはこ
のようなイソフレ・バイヤスが過去長きに渡
って存在し，それが世界的規模でのイソフレ
一ショソを徐々に推進してきたということで
ある。もちろん，このイソフレ・バイヤスの
問題は，70年代に入ってからのスタグフレー
ショソの原因というわけにはいかない。70年
代に入ってからのインフレーションとさらに
それに続くスタグフレーショソの問題はより
現実的な特種諸条件によるものである。それ
にもかかわらず，なお構造的要因としての金
為替本位制の存在はその背後にあってそのよ
うなイソフレーショソの進展を支えてきたこ
ともまた，事実である。石油代金の決済が最初
ドルとポソドの二つによって行なわれていた
が，以後主としてドルに片寄ることになった。
これはアラブ諸国を中心とする産油国が石油
代金の決済をドルによって行なうことを要求
していたことの必然的結果であった。また，
それは事実，ドルが金為替としての役割を担
っていた以上当然の帰結でもあった。しかし，
ドルの供給が世界的規模で増大し続ける過程
で先進工業国のイソフレーションが進展する
ならば，実質的にみて石油価格は工業製品価
格に比して低下しつづけることになり，さら
に売上げ代金として蓄積されてきたドルがそ
の価値を減じていくことになる。もし，ここ
でドルの価値減少にたいする防衛措置として
一定率で石油価格の引上げを実行し，その実
質価値を維持しよ5とする政策が取られるな
らば，ここに新たにイソフレーショソの別な
段階が発生することになる。
　先進工業国内部における賃金物価のスパイ
ラル的相互作用に加えて，石油価格と工業製
品価格との聞のスパイラル的相互作用が一つ
の可能性として出現した。もちろん，石油価
格それ自体は究極的には世界経済全体におけ
る需要と供給の関係を無視しては決定できな
いであろう。しかしながら，現実において需
要が減退した場合，一つの取りうる政策はド
ルの形で資産をもつか，地下に埋蔵された石
油の形で資産をもつかという資産選択の問題
がアラブ産油国に発生するという．ことである。
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現在，産油国がいかなる形で資産を保全しよ
うとするは明瞭ではない。しかし，もし工業
国におけるインフレーションがさらに進展し，
ドルの価値の下落が生じていくならば，石油
価格の引上げがそれに追随して発生する可能
性は強い。その場合，もちろん，需要は減少
するであろうが，その場合には供給を削減す
る措置が残されている。供給の削減はいうな
ればドルと地下埋蔵の石油という形の二つの
資産保全の選択にあたって，後者を産油国が
選ぶということである。もしそのような措置
が取られるならば，ここに工業品価格と石油
価格との間のスパイラル的相互作用の可能性
はきわめて強くなった。新しい段階にイソフ
レーショソの過程が進むかどうかはしたがっ
て，賃金物価のスパイラルと工業品価格と石
油価格とのスパイラルがともに発生するか否
かにかかっていることになる。
　イソフレーショソの進行がそのような形で
さらに進む場合には，労働福祉の阻害はきわ
めて大きなものとなるであろら。ここに労働
福祉の主要構成要因である雇用と賃金と物価
との間の相互関係がクローズアップされてく
ることになる。全体のフV一ムワークの中で
相互依存関係のメカニズムを無視して労働福
祉の構成要因だけの改善を図ることは不可能
であり，与えられたフレームワークのもたら
すメカニズムを通じてのみそれが可能である
という事態がますます明瞭になってくるかも
しれない。以上これまでのインフレーショソ
の進行過程を左右した各種の諸要因について
労働福祉の視点から考察を進めてきたのであ
るが，ここでイソフレーションの実態それ自
身についてより具体的な検討を行ない，賃金，
労働時間等の労働福祉の構成要因もその過程
でどのように変化したかを考察することにし
よう。以下節を改めてこの問題を考察してみ
たい。
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第4・1表各国卸売物価の相対比率（1973年）
世界的インフレーションの
具体的進行過程
1V－1　卸売物価の上昇過程
・イソフレーションの進展過程は卸売物価の
動きにも表われるし，また，消費者物価の動
きにも表われる。さらには生計費の変化にも
それが出てくるであろう。あるいは資本財価
格，建築資材価格，あるいは輸入物価などに
もそれぞれイソフレーショソの姿が見出され
ることになる。しかしながら，ここでこれら
すべてのイソフレーショソのイソデックスに
ついてその推移をみていくことは必ずしも必
要ではない。もっとも代表的なイソフレーシ
ョソのイソデックスとして，卸売物価と消費
者物価を取り上げるのが妥当である。労働福
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3祉の視点からみる場合，生計費の動きはきわ
めて重要なものであるが，それもおそらく卸
売物価と消費者物価の双方の動きと平行して
進行しているはずである。そこでまず，卸売
物価の推移からみることにしよう。付表1は
世界各国における卸売物価の推移を示したも
のである。この表においてAは一般卸売物価
であり，Bは輸入物価である。一般卸売物価
と輸入卸売物価との間にはその変動に若干の
相違があるが，ほぼ平行して動いている。も
ちろん，国によってそのデータが取れない国
もあるが，取りうるかぎりの国についてその
二つの価格の推移を表に示している。原則と
して1970年を100とした指数で表わされてい
る。1970年を基準にみていくならば，それぞ
れの国の間での物価上昇の相違が容易に読み
とれるわけであるが，73年における指数をそ
のまま相互に比較することができるので，そ
れを試みてみよう。
　この場合もちろん，全体の平均値を100と
してそれぞれの位置を確認することも可能で
あるが，ここでは便宜上，アメリカの卸売物
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〔資料出所〕　アメ1」カの卸売物価を100とした指数である．
　　　　＊印は1972年の数値である．
価水準を100として他の国々の物価水準がど
のような位置にあるかをみてみることにした。
上の第4・1表はそのようにして計算された卸
売物価の各国の間の相対比率である。1973年
までの間に物価上昇率がアメリカの水準を下
回っていた国は，オーストリア，ベルギー，
第4・2表　物価の相対的上昇率の国別区分
上昇率 先進工業国 その他の国
～8・i 0 0
81～90
91～100
101～110
111～120
0
オーストリア，ベ
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…一・5・1 0 0
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300～ 0 ｝チ・
〔資料出所〕　第4・1表による．
などを筆頭に約18ヵ国ある。そのうち先進工
業国はオーストリア，ベルギーの他に西ドイ
ッ，日本，オランダ，ノルウェー，スウェー
デソ，スイス，などであり，その他の国々は
アメリカの卸売物価の上昇率よりも高くなっ
ている。先進工業国の中でアメリカよりも高
い卸売物価上昇率を示したのは，カナダ，デ
ソマークなどを筆頭に5ヵ国ある。したがっ
て，先進工業国についてみるかぎり，アメリ
カよりも卸売物価の上昇率の低い先進工業国
の方が数が多いことになる。これらの国々を
それぞれ卸売物価の相対的上昇率の幅に応じ
て，分類してみるならば，上の第4・2表の如
くになるであろう。これによると，相対的に
みて先進工業国の多くが，アメリカとほぼ類
似した卸売物価の上昇率を経験していること
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がわかる。しかしながら，より詳しくみるな
らば，アメリカに比してその上昇テンポの低
い国の方が多いこともまた事実である。
　特にベルギーtオランダ，西ドイツ，日本，
スイスなど主要な工業国は，いずれもアメリ
カよりも低い卸売物価の上昇を示している。
それにたいし，イタリア，イギリスなどは逆
にアメリカよりもより高い卸売物価の上昇率
となっている。このようにみてくるならば，
1970年代に入ってから4年間における各国の
卸売物価の上昇の相対的位置づけは，主要工
業国についてはアメリカよりも有利であり，
イタリア，イギリスのみがそれより不利とな
っているということがわかる。他方，それ以
外の国々についてはかなり分散しているが，
中心国とみなしうる韓国，南アフリカ，スペ
イソ，イスラエル，ユーゴ，ブラジル，など
がいずれもアメリカよりも高い物価の上昇率
を示しているという点に特徴が見出される。
　ここでさらに最近における卸売物価の動き
の月別の変化をみてみることにしよう。それ
は次の付表2に示されている。付表1の場合
と同じように，Aは一般卸売物価指数の推移
を示したものであり，Bは輸入材の卸売物価
指数の推移を示したものである。いずれも取
りうるかぎりの国についてそれを表示してあ
れば，4半期ごとにしかデータのえられない
国もある。輸出材価格の推移と一般卸売物価
の推移との間に大きなギャップの存在してい
る国もないではないが，やはりほぼ平行に進
行しており，その意味では年別データの場合
と同様である。ただ一般的にみて輸入物価の
上昇テソポが一般卸売物価の上昇テソポを上
回っている国が比較的多いのに気がつく。
　付表1における1973年において，二つの指
数のとれる国についてみると，輸入価格が一
般卸売価格を上回っている国はアルゼンチソ，
ベルギー，チリ，フィンランド，ギリシャ，
イラソ，韓国，南アフリカ，スウェーデソ，
ベネズエラ，ベトナムとなっている。これに
世界的インフtz・・一ション過程の分析に関する覚え書（渡部）
たいし，一般卸売物価の上昇が輸入物価の上
昇を上回っている国は，コロソビア，デソV
一ク，西ドイツ，グアテマラ，アイルラソド，
モロヅコ，ニュージーラソド，フィリピソ，
ポルトガル，スペイソ，スイス，タイ，チュ
ニジアである。その他の国については，デー
タが共通して存在しないために対比を行なう
ことができない。
　1973年秋から石油価格の上昇があったので，
その影響が当然74年に出ているわけであるが，
73年において輸入物価指数の上昇よりも，一
般卸売物価の高かった国についてみてみるな
らば，デソマークでは74年に入ってから輸入
物価水準は卸売物価を上回ったテソポで上昇
していることがわかる。西ドイッについても
同様であり，74年に入って輸入物価水準が卸
売物価水準を下回った月は一つもない。73年
についてみるとき，そのような逆転が生じた
のは11月からであり，10月までは一般卸売物
価の上昇はむしろ輸入物価の上昇を上回って
いた。グアテマラについても同様である。ア
ィルラソドについてもやはり74年に入ってか
ら輸入物価水準は卸売物価水準を上回るテソ
ポで増大している。
　以下モロッコ，ニュージーラソド，スイス，
タイ，チュニジアなどいずれも74年に入って
から逆転現象が生じている。そのような逆転
が生じなかった国は，フィリピン，ポルトガ
ル，スペイソの3国のみである。このことは
石油価格の上昇に基づく世界的なイγフレー
ショソがそれぞれ輸入材の価格上昇を通じて
生じたものであることを示している。続いて
1974年9月をとり，アメリカを100として各
国の卸売物価がどのような水準に達していた
かを調べてみよう。これによって各国の物価
上昇の状況がアメリカを基準にしてどのよう
な位置にあるかがわかるからである。もちろ
ん，この第4・3表の数値を第4・1表の数値と
比較してみよう。きわめて興味深い事実は多
くの国において，卸売物価の上昇テンポがア
第4・3表　卸売物価の相対比率（1974年9月）
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〔資料出所〕U．N．　Monthly　Bulletin　of　Statistics，1974．
　　Aug．1975，　Feb．により計算．アメリカ＝100（176．8）．
メリカの上昇テンポに比較して相対的にその
格差が縮まってきたということである6アル
ゼソチン，ブラジル，チリなど特別な国を除
くならば，その格差の短縮はそれほど大きな
ものではないが，それにもかかわちず，その
格差の拡大した国がわずかに4ヵ国であり，
他のすべての国について格差が縮小したとい
う事実は石油価格上昇後におけるアメリカの
第4・4表卸売物価における月別上昇率の推移
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・〔資料出所〕第4・3表に同じ・それにもとづき計算．
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卸売物価の上昇テソポが相対的に有利になっ
てきたことを示すものである。卸売物価の上
昇テンポの格差がむしろ拡大した国は，西ド
イツ，ベルギー，ニュー一ジーラソド，フィリ
ピソ，スイス，シリアなどであり，このうち
特に重要な工業国と目される国は，ベルギー，
西ドイツ，スイスの3ヵ国である。
　特に格差の大きい国は西ドイッであり，石
油価格上昇後においてもなお西ドイッの卸売
物価の上昇テンポはアメリカの上昇テンポを
下回っていることをこのことは明瞭に示して
いる。日本における卸売物価の上昇テソポは
ほぼアメリカと同水準になっていることは
99．0という数字が明瞭に示すところである。
ここで卸売物価について対前年同月比を計算
してみよう。すべての国についておこなうの
はやめ，その中から9ヵ国を選んで表示する
ことにした。第4・4表はそれを示すものである。
上の欄は72年にたいする73年の比率を示すも
のであり，下の欄は73年にたいする74年の比
率を示している。対応するデータの得られな
いものについては空欄となっている。これに
よると，ブラジルについては各月についてそ
れほど大きな変動はみられない。フランスに
ついてみるとほぼ月を追うごとにその増加比
率が高まっていることがわかる。ただし，74
年についてはフラソスのデータが得られない
ため，73年についてのみ計算されているが，
74年についても73年と同様の増加テンポが得
られたであろうことは容易に想像できる。西
ドイツについては卸売物価の一般水準および
輸入材の卸売物価の双方が計算されているが，
1973年においては対前年同月比は徐々に増加
していることがわかる。さらにその増加のテ
ソポは高まり74年には5月に1．14の水準に達
した後，ほぼその水準を年末まで維持してい
る。
　このことは73年の初めの段階ではほぼ5％
水準の上昇率であったものが，74年半ばには
14％の上昇率に達したことを示すものである。
輸入物価については73年においてすでに12％
から27％の水準にまで増加率が高まっている
が，74年に入ってから33％，35％としだいに
その比率が高まる。低落を開始するのは10月
以降である。イラクについては他の国と同様
であり，73年1月1％の増加率を示すにしか
すぎなかったが，年末には9％の上昇となり，
さらに，74年に入ってから11％，15％とその
上昇率は高まっている。続いてイタリアであ
るが，イタリアの場合，対前年同月比の数値
はこの中ではもっとも速やかに上昇している。
73年において，1月に8％水準の上昇率であ
ったものが，6月には17％の上昇率となり，
12月には27％とさらに上昇する。翌年イタリ
アにおける卸売物価の上昇テソポはさらに高
まり，1月33％の上昇率を示すが，4月には
45％の上昇率となり以後40％台の上昇率が続
いている。これと同じ程度の高い上昇テソポ
を示したのは日本とフィリピソである。日本
の場合73年1月における対前年同月にたいす
る増加テソポは7％であるが，6月にはそれ
が13％となり，12月には29％の上昇率となる。
74年1．月にはそれが34％の水準にまで高まり，
以後35％前後の水準を10月まで維持すること
になる。
　11月に入ってから対前年同月比は25％程度
に止まることになった。フィリピンの場合に
73年の数値は得られないが，74年，対前年同
月比の1月の値は実に59％であり，6月には
第4・5表　卸売物価の上昇率
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67％に達する。以後若干低下しても10月には
依然43％という高い水準であり，イタリアと
ともにもっとも高い数値を示した国の一つで
ある。アメリカの場合であるが，1月におい
て7％の対前年増加率を示していたのが，6
月には15％水準に達する。このへんはほぼイ
タリア，日本，ブラジル，西ドイツなどと同
列であるが，以後の上昇テソポはそれほど大
きくはなく12月に18％の上昇率である。74年
に入ってやや高まってきて21％となるが，ま
もなく低落して6月には14％水準に達する。
しかし，その後再び上昇し，ほぼ20％水準に
達することになる。その意味で，10月以降は
ほぼ日本と同じ程度の水準に止まっているこ
とがわかる。これらの数値の平均値を取って
示すならば，次の第4・5表の如くになるであ
ろう。72年にたいする73年の月別の上昇率の
平均値は，ブラジルの場合16％，フラソス
16％，西ドイツとイラクが7％，イタリアが
17％，日本が16％，アメリカが14％となって
いる。74年に入ってから対前年の月別上昇率
はそれぞれ異なった値を示したことは先にみ
た通りであるが，平均値もしたがってかなり
大幅に相違が出てくる。ブラジルめ場合，36
％の平均上昇率であり，西ドイッが13％，イ
ラクが13％，アメリカが19％であるが，イタ
リア，日本はそれぞれ42％，32％となり，フ
ィリピソは62％となっている。
　したがって，工業国についてみるならば，
西ドイツがもっとも低い上昇率を示しており，
ついでアメリカが低く，日本とイタリアはか
なり高い水準であることがここで明瞭である。
この第4・7表をグラフに示したのが第4・1図
である。これらの国の72年にたいする73年の
比率は実線によって示されている。74年の73
年にたいする比率は点線によって示してある
が，いずれの国についても点線が実線を常に
越えているということが明瞭に読みとられる。
かつ，ブラジル，イタリア，日本の3国につ
いては，両者の間の乖離がきわめて大きい値
2
1．5
1
第4・咽 卸売物価指数対前年比
平均値の国際比較
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となっていることがわかる。ここで先の第
4・2表および第4・5表に計算された各国卸売
物価の相対比率の対比をグラフによって行な
ってみよう。次の第4・2図のAおよびBは対
応するデータが得られる国についてその対比
を行なったものである。その（A）図および
（B）図をみるとき，そこに一つの明瞭な特徴
が見出される。それは1973年における各国の
卸売物価の相対比率はそれほど大きなバラつ
きを示していないということである。ただ
し，（B）図にみられるユーゴスラビア，トル
コ，ベトナム，アルゼソチン，ブラジル，チ
リなど特別な国については，この第一点は当
はまらない。チリはアジェソデ政権の誕生と
その崩壊を経験した国であるため，それに対
応する期間において異常な価格の変化が生じ
ており，ブラジルはいうまでもなく，経済開
発計画の過程で極度のインフレーショソを体
験した国である。
　アルゼソチソがペロソ政権の交替をめぐっ
て，やはりかなりのインフレーショソを経験
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した国である。ベトナムについては特に論ず
るまでもない。トルコとユーゴスラビアにつ
いては，該当する特別の理由は見出されない
が，いずれもセミ自由圏に所属する中心国で
ある点に特徴がある。これらの国を除いてみ
るときに，1973年における前年にたいする卸
売物価の相対比率の変化のパラつきが少ない
ことは，むしろ通常の時点では各国における
イソフレーショソの程度はそれほど差がない
ということを示すものである。1972年，71年
等々，過去の年次について同様の計算を行な
うならば，この点についての確認が得られる
かもしれないが，ここでは主としてインフレ
ーショソ過程における労働福祉問題に焦点を
合わせるため，そのような時点にまで考察を
潮らせなかった。73年秋に生じた石油価格の
上昇以後の影響は1974年に出てくるわけであ
るが，その影響が各国においていかにまちま
ちなものであり，また，その影響がいかに大
93
きかったかはグラフ上に明瞭に示されている。
わずかな国を除くとほとんどすべての国につ
いて実線で示されたグラフは点線の上方に位
置していることがわかる。石油価格上昇の影
響がほぼ吸収される75年ないしは76年に至っ
て，おそらくこの卸売物価の国際的相対比率
は再び平準化することが予想されるが，その
平準化した段階で先進工業国の位置がどこに
くるかが問題であろう。
　特にアメリカの国際収支問題との関連から
みるならば，日本，西ドイツなど主要工業国
の卸売物価の対米相対比率の位置は重要な意
味をもつ，これはさらに時間を経た後にのみ
検討を許される領域である。これまでかなり
詳しく卸売物価の動向について考察を進めて
きたが，イソフレーショソの主要なイソデッ
クスとしての卸売物価の動向が明瞭になった
けれどもここで，消費者物価と賃金について
若干ふれておくことにしたい。
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第4・2図（B）卸売物価の相対比率推移
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IV－2　消費者物価および賃金の上昇過程
　インフレーショソの世界的な進行過程の消
費者物価での動ぎをみてみることにしよう。
すでに卸売物価の動きについて詳細な検討を
行なってきたので，ここではごく簡単にその
変化の状況をみてみたい。第4・6表は，1973
年における消費者物価の上昇がアメリカを基
準にした場合にどの程度に進行していたかを
各国についてみたものである。基準年次は
1963年である。1973年におけるアメリカの消
費者物価の状況は144．4の指数で示されるが，
この10年間において約40％の消費者物価の上
昇を示したアメリカは，比較的安定した状況
にあったといえるであろう。このアメリカの
年平均約2％から3％前後の上昇率に対応し
て同じ10年間に他の国々がどの程度の消費者
物価の上昇水準に達したかをみたのがこの表
の内容であるが，卸売物価の場合と違って，
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消費者物価の場合には工業国ないし高所得水
準の国々の消費者物価の上昇テンポが，アメ
リカを上回っているということである。この
点は上昇テソポの大きさに応じて各国の分類
を行なった次の第4・7表によって容易に知る
ことができる。アメリカとほぼ同水準ないし
はそれ以下の国は西ドイツとフィンラソドの
2ヵ国のみであって，他の工業国ないし高所
得水準国はすべてアメリカよりも高い消費者
物価の上昇を経験している。特に日本はその
中でもデソマークとともにかなり高い消費者
物価の上昇を経験した国の一つとなっている。
　その他の国については，消費老物価の上昇
が比較的小さかった国もあり，また，かなり
高かった国もあるが，全体としては高い国ゐ
数の方が多い。191以上の相対比率を示して
いるバングラディシュ以下の国々は，それぞ
れその国内の政治的事情に基づく経済的混乱
が高い消費者物価の上昇をもたらしたもので
あることは容易にわかることであろう。ここ
にはペルシャ湾沿岸の産油国のデータが得ら
れないために，それらの国がどのような消費
者物価の上昇を経験してきたのかまったく不
明である。石油価格引上げ直前までの段階の
この消費者物価の上昇の状況は，74年に至っ
てその様相を若干変えることになるのである
が，73年における消費者物価の月別データに
基づきその平均上昇率を計算した。さらに，
1974年についても同じく月別データに基づい
て対前年の上昇率を計算した。いずれもその
結果は付表2に載せられている。この消費者
物価の各国における73年および74年における
平均月別上昇率はきわめて興味深い事実を示
す。この両年の中間に石油価格の上昇があっ
たのであり，したがって，消費者物価の両年
における平均上昇率の相違は一応石油価格上
昇の影響がかなり強く表われているものとみ
なしうるであろう。もちろん，他の要因も作
用していることは確かであるが，そのウエイ
トはそれほど大きいとは思われない。賃金の
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第4・6表　各国の消費者物価の相対比率（1973年）
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〔資料出所〕ILO．　YearbOok　of　Labor　Statistics，1974．により計算アメリカの消費者物緬を100とした指数である．
　　　1963年＝100とした指数で・1973年にアメリカは144．4の大きさとなっていた．
　　　穏は規準年次変更のため・比較対象から除外の必要がある．
上昇ももちろんそこに間接的に影響している
が，賃金の上昇それ自体が石油価格引上げ後
の物価上昇に触発された性格がある以上，一
応この両面における平均上昇率の差の大部分
は石油価格の上昇の影響とみなしうる。
　これらの数値をグラフに表示したのが第
4・3図の（A）から⑨までのグラフである。点線
は74年の上昇率，実線は73年の上昇率を示し
95
ている。特に工業国を中心とするOECD諸
国ないしはそれに準ずる高所得水準の国々は
大ぎい黒丸によって示しておいた。表をみる
ならば，各国についての二つの面の間の上昇
率の差が容易に読みとることができるので，
詳細な説明は省略しよう。OECD諸国を中
心とした工業国あるいはそれに準ずる国々に
おいて，73年の消費者物価の上昇率よりも，
第4・7表　消費老物価の相対的上昇率の国別区分
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シエラレオネ，南アフリカ，タンザニァ，
ザイール，メキシコ，スリラソカ，チュニ
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ニジェール，エクアドル，ジャマイカ，ホ
ンコン，ニユ・一一カレドニア，トリニダード
トバゴ
ハイチ，ジブラルタル，パキスタン，ペル
ァイルランド，ウガンダ，スペイン，フィ
リピン，ポルトガル
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〔資料出所〕　第4。6表にもとつく。
74年における消費者物価の上昇率の低かった
国はほとんどない。オーストリアが唯一の例
外となっているのみである。これらの国につ
’L・ては74年に10％以上の上昇率を経験してい
る国が大部分であるということも一つの特徴
となる。ここでの唯一の例外は，西ドイツで
ある。また同時に25％以上の上昇率を経験し
た国はほとんどなく唯一の例外が日本である
ということも一つの特徴といえる。73年にお
ける平均上昇率は，概して10％以下の国が多
く，フィンラソド，日本，イタリア，アイル
ラソド，イギリス，オーストリア，だけは73
96
年においてすでに10％ないしそれ以上の上昇
率を示していることになる。しかも，これら
の国は74年における消費者物価の上昇テソポ
が，大幅に高まっていることも一つの特徴と
いえるであろう。卸売物価の場合とは若干そ
の様相が異なるとはいえ，，消費者物価につ
いてもかなり全般的に74年は高い上昇率とな
っていることは以上の考察から充分に確認で
きることである。
　なお，賃金の上昇率を特に製造工業につい
てみてみたのが次の第4・8表である。一見し
て明らかなようにごく少数の国を除き，すべ
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2，00 第4・8表　賃金所得の増加率の平均値
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　　　　耳　塚　跨力
ての国において月別の平均賃金上昇率は74年
において高くなっている。第4・9表は上昇率
に応じての国別分類であるが，賃金に関する
かぎり20％以上の上昇を示した国が比較的多
い。工業国の中で10％以下の賃金上昇率を示
しているのは，アメリカのみであり，他はす
べて10％の以上となっている。参考のために
これらの数値をグラフに描いてみたのが次の
第4・4図であるが，ここでも74年の状況を示
す点線は大部分の所で実線の上位にあること
が確認されるであろう。73年，74年にかけて
の消費者物価および賃金の上昇率の増大が世
界的規模で生じたものであることがここでも
確認されたことになる。
ナーストラリァ
オースト　リア
ブルガリ　ア
カ　　　ナ　　　ダ
デンマー　ク
フ　　ラ　　ソ　ス
ハ　ンガ　リ　ー
アイルランド
イ　スラエル
　　m一アン
ユーコスラビア
フィンランド
????????????? ???? ???? ァ
1973／19721・972／・973
12
P3
O5
O9
P6
Q1
P1
P6
Q1
Q2
P1
X9
P3
P4
P1
O4
O6
Q0
O8
P3
O7
P7
P7
???????????????????
?????ー?
〔資料出所〕　ILO．　Yeartook　of　Lator　Statisticsの該当年次
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第4・9表賃金所得の上昇率の国別分類
（1974／1973）
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V　インフレーションのウェルフ
　　ェアへの影響
　これまでの考察において，イソフレーショ
ソないしスタグフレーショソの状態について
OOi　1’
の具体的な進行プロセスを数値的に示してき
たのであるが，失業率や賃金などを含めた，
広義のウェルフェアにたいし，このイソフレ
ーショソがどのような影響をもたらすかを簡
単に述べておくことにしよう。
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　インフレーショソ過程においては常に各種
の福祉的支出の増加は一定のタイムラッグを
もってイソフレーショソにアダプトしていく
ために，実質的内容がイソフレーショソ過程
において低下することになるのであるが，こ
れはいいかえると福祉的支出のインフレーシ
ョソへの調整にタイムラッグがあるというこ
とに起因する。ウェルフェアの重要指標とし
ての賃金および失業率は必ずしもともにイソ
フレーショソへの調整に時間を要するという
タイプのものではないが，賃金については労
働組合等による賃金引上げへのプレッシャー
にもかかわらず，タイムラッグを伴うのが一
般的であり，その他のウェルフェア支出も他
の多くの支出とともにタイムラッグを持った
調整を経験することになる。特に73年，74年に
かけての強いイソフレーションの進行過程は，
工業国を中心として全世界的な規模で発生し
たため，それ以前の世界景気の不況への岡時
100
的進行および好況過程への同時進行と相侯っ
て，全般的な所得再分配のアソバラソスをも
たらすことになった。国際的規模での所得の
再分配のアソバラソスは，すでに詳しく言及
したところであるが，国内的にも同様の現象
が起きた。しかも，問題となる点は所得再分
配のアソバランスの調整のための賃金引上げ
が，さらにイソフレーショソを促進する可能
性をもつということである。
　これは，賃金とインフレー・ショγとの間の
いわゆるスパイラル関係の存在の有無にかか
わるものであるといわれている。しかし，さ
らにここで注意すべき点は，インフレー一一一ショ
ソにともなう調整過程としての賃金の上昇が
さらにイソフレーションを促進するという相
互依存関係の中で，最終的に発散的な結果に
なるのか，それとも集束する形になるかとい
う点である。もし，その経済組織が安定的な
性格を本質的にもつものであるならぽ，この
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賃金とイソフレ“一一・ショソとの間のスパイラル
関係は一つの安定的な点に集束していくであ
ろう。賃金と物価がいわゆる容認しうるテン
ポでゆるやかに上昇過程を歩むような安定径
路に集束しうるとするならば，その経済は一
応安定した経済であるということができる。
問題はそのような集束が一つのプロセスとし
て進行しうるか否かにかかわるものである。
単にそれは一国のみの問題ではなく，さらに
世界的な規模でそれが生じうるかどうかとい
う点が問題であろう。世界経済全体としてそ
のような安定したゆるやかなイソフレーショ
ソとゆるやかな賃金上昇の過程に集束しうる
とするならば，ウェルフェアの視点からみた
場合のイソフレーションの問題は，憂慮すべ
き点を含まないことになる。もちろん，常に
若干のタイムラッグを伴いながら，その相互
作用が現実化するとするならば，その過程に
おいて所得再分配のアソバラソスが出現する
としてもそれを取りたてて問題にする必要は
ない。
　結局において，そのアンバラソスの調整効
果が経済全体の集束をもたらすかどうかにか
かりている。そしてそこで一つの重要な役割
をもつのが独占力を保有する経済主体の価格
引上げにたいする態度である。国際的規模で
は，資源価格，石油価格がそれであり，国民
経済の内部では生産物および生産要素の双方
におけるカルテル形成による価格引上げ能力
の行使であろう。その意味からするならば，
賃金とイソフレーショソの間のスパイラル関
係を常に発散的な性格のものとして理解する
ないし評価する方法は必ずしも現実的とはい
えないことになる。インフレー一一ショソ過程に
おいて問題となるのは，資産価値の低下が生
じるということである。もちろん，この場合
資産とは金融資産の意味であるが，実物的資
産の価値の上昇が起こる一方，金融的資産の
価値の低下が生じてくる。この実物資産と金
融資産の価値の逆行現象は，労働福祉の視点
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からみる場合問題となる点である。イソフレ
ーショソ過程においてしばしば生じるいわゆ
る強制貯蓄現象が，労働賃金の実質価値の低
下を引き起こすといわれているが，仮に実質
価値の低下が賃金面において生じなくても，
すでに保有する金融資産の価値の低下が生じ
る場合，全体としてみた場合のウェルフェア
の低下は避られないことになる。この金融資
産の価値の低下を喰い止める方法は通常の市
場メカニズムの経済のもとにおいては，実行
不可能に近いとみなされている。
　これはイソフレーショソ過程において，ス
トックとしての資産が実質的に再分配され，
実質資産の保有者はさらにその再分配過程に
おいて利益を受け，金融資産の所有者は金融
資産の一部を実質資産保有老に手渡している
形になっている。多くの労働者が主として金
融資産の保有者であるという点に着目すると
き，ウェルブェアの視点からのこのストック
面における所得再分配のアソパラソスは問題
となるところである。先ほど強制貯蓄という
表現を用いたが，もちろん，これは政府ある
いは金融機関が強制的に貯蓄を行なわせると
いう意味ではない。インフレP一ション過程に
おいては，特に生活関連の生産物価格の上昇
が大きいケー一一スが一般的であり，この生活関
連生産物の価格上昇は生計費指数の急上昇と
いう形で現われる。1970年代に入ってからの
インフレーショソ過程では農産物価格の上昇
がまず生じた点に着目するならば，また一般
の消費財物資の価格上昇が急激に生じたこと
を考慮するならば，実質的な消費支出の内容
の下落がその過程で生じたとみなければなら
ない。この消費の実質支出の下落を強制貯蓄
と呼ぶことになる。それは実質消費が低落し
た分だけ消費が抑制されてしまったことにな
るからである。これは仮に実質賃金の低下が
生じない場合においても起こりうる現象であ
る。インフーション過程における各種の品目
の上昇テンポはまちまちであり，決してすべ
ての生産物がすべて同一テンポで上昇してい
るわけではない。
　耐久消費財の価格がそれほど上昇しないに
もかかわらず，生鮮食料品価格は急激に上昇
しうるということも起こりうる。あるいはレ
ジャー関連生産物価格はあまり上昇しないが，
肉類の価格が上昇するということも起こりう
る。同じ消費財の中にも各種の種類があり，
その価格上昇は破行的に進行するとすれば，
実質賃金の低下が生じなくても，実質消費の
低下が生じるというケースはいくらでも起こ
りうるのである。1972年以降における現象は，
まさにそうしたものであった。そこにいわゆ
る強制貯蓄現象が生じるのである。もし，景
気の下降過程がそれに付随しているとするな
らぱ，景気の下降過程における労働時間の短
縮は賃金の金収支を下落させることになるで
あろう。定額給与と臨時給与の合計額を賃金
受取額とするならば，この賃金受取額は個人
について減少し，あるいは社会全体としても
減少するということは充分に起こりうること
である。また，労働に従事する個々の家計に
ついてそうした現象が起こらなくても，労働
過程から排除された失業者の場合には明白に
収入が減少してしまい，失業保険による移転
支出によってその生計が賄われることになる。
したがって，雇用されている状態にある労働
者と失業状態にある労働者との間の著しい所
得のアソバラソスがそこに生じ，そこでもま
た所得の再分配が実行された形になってしま
う。
　景気の下降過程における賃金の引上げは，
その産業に雇用されている労働者の家計にと
っては，明らかにプラスであるが，そこから
排除されてしまった労働者にとってはむしろ
マイナスの効果をもつ。長期的にみても賃金
の上昇が進行する過程で労働を節約する傾向
が一般化するであろうから，その場合雇用さ
れている人間と排除されている人間との間の
所得の著しい再分配のアソバラソスが明確と
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なってしまう。このような視点からみるなら
ば，イソフレ過程においてのウェルフェアの
問題は，少なくとも国際的にも国内的にも，
また個別経済的にも所得再分配のアンバラソ
スをもたらすということが確認される。特に
インフレーショソ抑制のための景気抑制政策
がそれに同時に進行し，しかもなおスタグフ
レーショソ的現象がそこに解消されない場合
には，いまいった所得再分配のアソバランス
の現象は経済のすべての部門に行き渡る可能
性がある。・さらにここでイソフレーショソ過
程における産業構造の変化について配慮しな
ければならない。より正確にいうならば，ス
タグフレーショソ過程における産業部門の象
徴の格差の出現で，このスタグフレーション
過程における産業部門間のアンバランスはウ
ェルフェプの各種の支出にたいし，明確な格
差をもたらしてくることになるであろう。こ
とにウェルブェアの各種の支出が国民的レベ
ルではなく，個別企業的レベルないしは個別
産業的レベルで実行されている日本の場合，
その傾向は著しく拡大される。
　単に労働賃金，労働時間，労働者の保有す
る金融資産の変化等にみられるウェルフェア
指標格差だけではなく，さらに広範な意味に
おけるウェルフェア支出がこのイソフレーシ
ョソ過程，特にスタグフレーショソ過程に，お
ける産業間のアソバラソスの過程で生じてく
る。このような所得再分配，保有資産の実質
的再分配，さらにウェルフェア支出の産業間
アソバラソスの出現など，各種のアンバラソ
スがスタグブレーショソ過程において生じる
場合，そのアンバラソスの進行を喰い止め，
かつイソフレーショソのモデレートな過程へ
の集束を行なわしめる方法は少なくともイソ
デクゼイショソの問題を排除しては考えられ
ない。もちろん，イソデクゼイショソの問題
は，その方法において，また理論においてき
わめて多くの問題を含むところであり，現実
の社会においてそれを実行することが可能か
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どうかは，はなはだ疑問とされているところ
である。それにもかかわらず，ある種のイソ
デクゼイショソの導入がなければ，以上述べ
たウェルフェアにおけるアソバラソスを少な
くとも国内面において解決していくことは困
難であろう。もちろん，イソデクゼイショソ
の方法を詳細に検討し，その導入可能なもの
を導入した場合にこれまで述べてきたイソフ
レーショソないしスタグフレーショソ過程に
おける諸問題をウェルフェアの視点から解決
し尽すことができるという保証はないが，し
かし，イソデクゼイションの導入はそれを実
施しない場合よりは有益な効果をもたらすで
あろうこともまた事実である。
　国際的規模におけるインデクゼイションの
問題は，石油価格と工業製品価格，さらには
第一次産品価格との間の価格問題について主
張されているが，現在におけるそれらの生産
物の間の相対価格が現在の経済状況のもとで
ノーマルなものであると判断されるならば，
そのような国際的規模でのインデクゼイショ
ンの導入は世界経済にもプラスであり，した
がって，また，工業国におけるイソフレーシ
ョンないしスタグフレーションの進行を喰い
止めることに役立つであろう。しかしその点
に関してはなお多くの疑問点が残されている。
特に第一次産品，石油，工業製品等のそれぞ
れの価格の間の関連は部分的なカルテル形成
ないし独占の形成による歪曲によって，歪め
られてしまう可能性が大きく残されており，
また，事実あまりにも急速な石油価格の上昇
が，世界経済を困難に落し入れたのであるが，
これらの諸生産物グループ間の相対価格があ
るノーマルな水準に落ち着いてからでなけれ
ば，インデクゼイションの導入は，現在の高
い石油価格をそのまま維持し続ける，という
結果になりかねない。工業製品の価格上昇が，
石油価格上昇にたいするアダプテーショソの
プロセスで起こっているという事実をここで
確認しておかなければならないであろう。イ
ソデクゼイショソの問題は，その意味でマー
ヶットメカニズムとの作用との関係をどのよ
うに考慮していくかということが重要な課題
となる。
　このイソデクゼイショソの諸方策が具体的
に立案される段階ではマーケットメカニズム
の作用との調整をどうしても配慮しなければ
ならないことになる。その配慮を無視するな
らば，現在の石油価格と工業製品価格との間
のアソバランスをそのまま固定化してしまう
役割をイソデクゼイショソが持つと同じよう
に国民経済的にも不都合な状況を固定化する
可能性がないわけではない。いずれにせよ，
イソフレーションないしスタグフレーショソ
過程で生じてきた各種の再分配現象は，ウェ
ルフェアの視点からみてアソバラソスの拡大
過程でもあった。そうしてそれは，ウェルフ
ェァの全般的な水準の変化以上に大きな問題
を孕んでいるということを明らかにしておか
なけれぽならない。
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〔資料出所〕1．L．0，　Yearbook　of　Labar　Statistics該当年次により計算．各月の対前年同月比をとり，その平均値を計算したものである．
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